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1 章 序論 
 
 
1.1 電力系統の現状 
 
<1.1.1> 電力系統の構成  電力は、その本来の特質として大量の貯蔵が困難であり、その供
給において生産と消費が瞬時にバランスしなければならない特徴を持つ。しかも、電力を消費す
る需要は、一般家庭、ビル、工場など多種多様である。 
電力系統とは、このような電力需要の特性に応じるため、発電所から流通設備を経て需要家へ
と至る各要素が、機械的にも電気的にも密接に連係されたものと定義付けられる。具体的には、
火力発電所、水力発電所、揚水発電所、原子力発電所などの様々な発電所から始まり、架空送電
線、地中送電線などの流通設備、送電線の電圧を変換して電気エネルギーを各所に分配するため
の変電所、開閉所、そして最終的にこの電気エネルギーを消費する需要家までを含めた膨大な一
連のシステムである。図 1.1 に電力系統の構成 [1] を示す。 
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図 1.1 電力系統の基本的構成例 
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我が国の電力系統は、経済の発展とともに急速な発展を遂げ、系統の規模・信頼度・技術レベ
ルにおいて世界最高水準にあると言える。現在、東京以北の 50 Hz 系統ならびに中部以西の 60 Hz
系統はそれぞれ 2 つの周波数変換所により連系され、北海道から九州まで超高圧送電線によって
結ばれている。各電力会社は、時々刻々変化する需要に対して設備能力を最大限に発揮させるよ
う工夫し、系統全体を安定的かつ効率的に計画・運用している。また、電力需要のピーク時など
には、各々の供給地域を越えて電力をお互い融通し合い、供給予備力の節減や系統安定度の向上
に努めている。図 1.2 に各電力会社の連系概要 [1] を示す。 
 
 
 
図 1.2 我が国の連系系統 
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このような電力系統を構成する場合の基本原理は、需要家にできる限り安価に、かつ停電を生
じさせることなく、良質の（周波数や電圧が規定範囲内に収まっている）電気エネルギーを供給
することにある。つまり、電力系統を構成する際には経済性や信頼性が重要となるが、これら 2
つの目的を同時に満足するのに有効な方法が系統連系である。系統連系のもたらす利点としては、
次のような 4 つの事項を挙げることができる。 
 
(1) 電力系統には多数の需要家が接続されており、個々の需要家は他の需要家と全く独立に電気
エネルギーを消費している。需要家の数が多くなるほど、需要の変動は互いに相殺されて、
全体としての負荷変動は小さくなる。これは、連系が進むほど系統が安定化されることを意
味している。 
 
(2) 多くの発電所や送電線が連系されている場合には、発電所や送電線において n-1 基準および
n-2 基準の事故が生じても、他の健全な設備で補うことが可能である。すなわち、需要家サイ
ドにて停電を生じさせずに済むため、需要家に対する供給信頼度を向上させるのに非常に有
効である。 
 
(3) 予測することができない負荷の急変、および、不測の事態による供給支障に対応するため、
電力系統には予備の設備が存在する。(1) で述べたように、電気的に接続される需要家の数が
増えるにつれ、また、連系される電力供給設備の数や容量が増えるにつれ、個々の設備の稼
働率を高めることができ、結果的に予備設備の数や容量を減らすことができる。このように、
系統連系により系統全体としての設備費用を大幅に削減することが可能となり、経済性の向
上にも大きな寄与を行う。 
 
(4) 系統容量が増加するにつれて、電力系統において大容量の機器を利用することが可能となり、
kVA（または kW や kVar）当たりの設備コストが低減するというスケールメリットを得ること
ができる。 
 
以上で述べたように、系統連系は数々の利点を持っており、電力系統発達の歴史は系統連系発
展の歴史であると言っても過言ではない。しかし、連系しているために系統内のある 1 箇所で起
きた事故が順次周囲に波及して、もともとは健全であった箇所までも故障させるという一面も持
っている。このような事故波及は、系統全体を瞬時に崩壊させる現象で、系統の計画・運用にお
いて最も注意すべきことの 1 つである。すなわち、系統連系は電力系統の経済性や信頼性の向上
に大きな役割を果たすものであるが、無秩序な連系により系統容量を大きくすることは問題であ
り、適切な方法と規模で連系を行うことが肝要であると言える。 
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<1.1.2> 電力系統の特徴  このように、電力系統を 1つのシステムとして見た場合、他の種々
のシステムには見受けられない様々な特徴を持っている。以下に、5 つの特徴を挙げる。 
 
(1) 大規模な貯蔵の難しさ 
電力系統は、水の流れを司る水道網や、車や人の流通を担う交通網などと似たような性格を持
っているが、水道網には貯水池やタンクのような設備があり、交通網にも信号で車を停めさせた
り駅で人を待たせたりという需要と供給の時間的ギャップを解消する設備を持っている。 
電力系統にも、揚水式発電所や大容量ダム式水力はこのような機能をある程度持ち合わせてい
るが、いずれも水という別形のエネルギーとして貯蔵しており、系統全体の需要と供給の不均衡
を平準化するほど大規模ではない。現在、世界各国で電力貯蔵用電池、SMES（超電導電力貯蔵装
置）、フライホイール装置、圧縮空気貯蔵装置などの研究が行われており、今後の普及拡大が期待
されている。 
 
(2) 大域性と局所性という 2 つの性格 
電力系統は、電力の発生・流通・消費を司る役目を持っているが、この電力には有効電力と無
効電力の 2 つが存在する。有効電力は、電灯に明かりをともし、扇風機やモーターを回し、熱を
発生するといったように、実質的な仕事をするものであり、エネルギーそのものの流れである。
これに対し、無効電力は、この有効電力の流れをスムースにするための潤滑剤のようなもので、
発生させるために石油や石炭といった物理的なエネルギーは必要としない。しかしながら、この
無効電力は、送電線で安定に有効電力を送るために必要なもので、適所に適量を存在させなけれ
ばならない。 
有効電力と無効電力という 2 つの観点から見ると、電力系統は極めて対照的な 2 つの性格を持
っている。電気現象は光の速度で伝わるため、日本の北端と南端といったように遠く離れた場所
で生じた有効電力の変化も電気的には即座にシステム全体に動揺を与えることになり、数百 km
離れた地点で消費電力が変化しても直ちに系統全体に周波数低下という現象を生じさせることに
なる。このように、いかに電力系統の規模が大きくても有効電力という観点からは系統全体が 1
つとなって振る舞い、その反応は極めて大域的な性質を持っていると言うことができる。一方、
無効電力は、発電機、電力用コンデンサ、分路リアクトルなどにより発生・消費されるが、その
遣り取りが数百 km 離れた地点に影響を及ぼすようなことはない。これは、電力系統が持つイン
ピーダンスの大部分が誘導分であり、無効電力は遠方に届かないためである。このように、無効
電力という観点からは、発生と消費は全く局所的であると考えてよい。 
 
(3) 成長における不確定性と整合性 
電力系統は、電気事業が始まってからほぼ変わらず同じ形態で発展を続けてきた。これは、電
力需要を短期的にも長期的にも確定することができず、在来の技術と新しい技術の整合性が問題
となることに起因する。すなわち、先の見えない電力系統において、その技術が今後の技術の発
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展を妨げないと同時に、今後長い期間にわたって陳腐化しないことが必要であると言うことがで
きる。このような理由から、電力技術は数年で不都合が生じたから廃棄するというようなことは
原則的に許されず、十分に長い期間の使用に耐えうるものでなければならない。 
 
(4) 各国における電力系統の個性 
電力系統は、電気エネルギーの発生・流通・消費を行うべく作られた 1 つの技術的所産である
が、発展の歴史や国の情勢などによって、それぞれ異なった個性を持っている。 
我が国のような電力消費大国で、50 Hzと 60 Hzという 2つの周波数を用いていること、しかも、
これら 2 つの周波数を用いている系統の規模がほぼ同等であることなどは、他の国では例が見ら
れないことである。また、イギリスのようにほとんど水力を持たない国と、ほとんどを水力に依
存しているスイスや比較的水力に恵まれている日本やアメリカなどの国では、電力系統の特性も
全く異なっている。また、北部の大水力電源地帯から長距離送電線で南部の需要地帯に電気エネ
ルギーを供給しているスウェーデンと、東京や大阪のような大需要地帯に近傍の多数の火力発電
所から電気エネルギーを供給している我が国では、全く異なった性格を持っている。 
日本国内においてもある種の個性を見出すことができ、東 50 Hz 系統はループ状の構成となっ
ており、西 60 Hz 系統は串型の構成となっている。このような系統構成の違いは、系統安定度や
供給信頼度にも異なった特性を与えることが知られている。 
 
(5) 巨大投資の必要性 
電力系統を建設・運用・維持するためには、非常に大きな資金を必要とする。既に述べたよう
に、電力系統は年々成長を続けていくものであるから、毎年多額の資金を準備しなければならな
い。また、電力系統を構成する諸設備は、短いもので約 15 年、長いものでは 40 ～ 50 年、中には
100 年近い寿命を持っているものも存在するため、一度投じた資金も長い時間をかけて回収する
ことになる。他の産業分野では、数年で投資資金を回収するということも珍しくないのに比べる
と、単に資金量が大きいだけでなく、その資金投下が極めて長期にわたるのも大きな特徴である
と言うことができる。 
 
このように、電力系統を扱うためには巨大な投資資金を技術的にも経済的にも有効に使用する
ことが重要であると考えられ、本論文も技術的（電力貯蔵装置の制御アルゴリズム）なアプロー
チにより経済性（電力系統のコストパフォーマンス）の向上を目指したものであると言うことが
できる。 
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1.2 電力自由化における分散型電源と電力貯蔵装置 
 
<1.2.1> 電力系統の諸問題と電気事業の規制緩和  近年、我が国の電力需要は増加の一途を
辿り、電力系統も高い割合で成長を続けてきた。現代の社会では、需要家の近くに電源を設ける
ことは様々な社会的制約からほとんど不可能になっている。このため、必然的に電源は需要地帯
から遠く離れた場所に立地せざるを得なくなっている。また、電源立地に適した場所が見つかっ
た場合には、限られた土地を有効に利用するため、極めて巨大な電源が設置されることになる。
また、電源が遠隔化すればするほど、これを需要地帯に送り届ける送電線は長距離化し、安定度
の低下など技術的な問題や、送電損失の増加など経済的な問題も生じることになる。 
このような中、我が国において 1995 年 12 月 1 日に電気事業法が改正され、2000 年 3 月 21 日
より特定規模需要家（電気の使用規模 2,000 kW 以上で 20,000 kV 特別高圧系統以上で受電する需
要家）に対する小売自由化の時代に突入した。現代の産業や生活は、エネルギー、通信、交通、
金融などの様々な基盤により支えられているが、21 世紀はあらゆるシステムにおいて主体が供給
者から消費者へと移行し、コスト低減やサービス向上を目的とした規制緩和・自由競争の潮流に
乗ることになると考えられる。すなわち、地域独占に起因する電力系統の肥大化と諸問題を是正
するため、電気事業においても競争の原理が導入されたのである。 
小売自由化の目的としては、(1) 電気料金水準低下の実現、(2) 効率の良い発電設備の導入、(3) 
局所的な重潮流を抑制、(4) 需給不均衡の回避などが挙げられる。すなわち、小売自由化を行うこ
とにより、(1) や (2) のような経済的な問題と、(3) や (4) のような技術的な問題を解決することが
目標として掲げられている。 
 
<1.2.2> 分散型電源と電力貯蔵装置の普及拡大  これまでの電力系統は、電源の大規模化に
よる発電効率や経済性の向上といった理由から、火力、水力、原子力といった大容量の電力供給
が大部分を占めてきた。しかしながら、これらの大容量電源は、立地上の問題や二酸化炭素の排
出規制などの制約条件により、新設や増設が今後ますます困難な状況になっていくことが考えら
れる。また、自由化時代における電力系統は、もはやピラミッド型の階層構造により運用するこ
とが困難となり、徐々に局地的な自律分散型の運用に移行していくものと考えられる。複数の発
電事業者、複数の流通事業者、複数の系統運用者、種々の要望を持つ多くの需要家が存在する複
雑な構成となる中、電力売買や需給調整を適切かつ柔軟に行わなければならない。 
このような状況に対処するため、スケールメリットがないため小型化が可能で、設置場所を選
ばず、建設期間が短いことなどの利点を持つ分散型電源への関心が高まりつつあり、将来の電力
系統では大規模電源の補完的な存在として需要な役割を担うことが予想されている。また、小型
化による利便性以外にも、例えば太陽光発電や風力発電のように自然エネルギーを利用する分散
型電源は、エネルギー資源の枯渇という地球規模の問題に対する重要な解決手段の 1 つであり、
さらには地球環境に与える影響の少ないクリーンなエネルギー源として注目を集めている。この
ように、地球環境にやさしいエネルギー源を電力需要サイトに設置することにより利用効率を高
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め、総合的な省エネルギー、コスト削減、環境保護を実現することができると期待されている。
進展する電力自由化などの社会的変革の時代において、環境にやさしい分散型電源は普及拡大さ
れていくものと考えられる。 
しかしながら、分散型電源が系統へ連系されると、様々な問題も生じる。例えば、配電系統に
分散型電源が接続されると、需要家から変電所への逆潮流により、配電線路における電圧降下の
向きも逆となってしまう。このため、配電用変電所の送り出し電圧の管理が難しくなり、受電口
での電圧適正値を逸脱する可能性もある。また、自然エネルギーに依存する太陽光発電や風力発
電は、気象や天候の条件により大きな影響を受け、局所的に電圧変動が生じたり、瞬時の電圧低
下が起きたりすることも懸念されている。 
一般的に、分散型電源は不確定な要素が多いため、実際に需要家の負荷を追従しながら電力を
供給することは困難である。そこで近年、分散型電源と電力貯蔵装置を組み合わせることにより、
信頼性と安定性を兼ね備えた設備環境が整いつつある。本来、電力貯蔵装置は負荷平準化のため
に使用されることがほとんどであった。しかし、電力貯蔵装置は「貯蔵」という本来の役割だけ
でなく「制御」という観点からも優れた機能を持ち合わせており、このような分散型電源の変動
出力補償に用いられることも検討されている。以下に、電力貯蔵装置の主要な機能をまとめる。 
 
(1) 負荷平準化 
深夜などのオフピーク時に余剰電力を適切に貯蔵し、昼間などのピーク時にこれを出力し、需
要の変動に対応するものである。このような負荷平準化が実現すれば、電力設備の負荷率改善、
発電設備の高効率運用が可能となり、省エネルギーだけでなく電力供給コストの低減につながる
と考えられる。 
 
(2) 変動負荷補償 
大きく変動するパルス負荷が存在する場合、電力系統にある種の動揺を与えるので、その系統
への影響を抑えるためには負荷端での補償が必要となる。大きなパルス負荷の例として、核融合
用磁場発生に必要な電力、製鉄の圧延に必要な電力、高速鉄道の一定区間に必要な電力などが挙
げられる。 
 
(3) 周波数調整 
電力の需給バランスの時間的偏差が、周波数の変動（偏差）をきたす。この周波数の許容偏差
の目標値は、我が国では±0.1 ～ 0.3 Hz と設定されている。10 秒以下では系統の自己制御力、10
秒 ～ 2 分では火力発電所のガバナー制御、2 分 ～ 20 分では負荷周波数制御、さらにそれ以上の
変動周期に対しては経済負荷配分を行っている。電力貯蔵装置は、ガバナー制御と同様の変動周
期に対して機能することが期待されている。我が国では、原子力発電の比率が高まる傾向にある
が、そうなると夜間の周波数調整力が不足することが考えられ、その周波数調整力を補強するた
めには電力貯蔵装置が有効である。 
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(4) 系統安定化 
系統に擾乱が生じると、発電機の機械的入力と電気的出力の間にアンバランスが生じ、発電機
は過度に加速あるいは減速されて動揺を生じる。この動揺に対する系統の耐性は位相角安定度と
呼ばれているが、電力貯蔵装置の高速で柔軟な制御性能により位相角安定度を向上させることが
可能である。また、負荷の電圧特性との兼ね合いから生じる受電端電圧の大きさに関する不安定
現象が注目されるようになってきている。これは電圧安定度と呼ばれているが、電力貯蔵装置が
有効電力と無効電力を自由に制御することができるため、電圧安定度の向上にも貢献することが
できると考えられる。 
 
(5) 予備力 
一般に、不測の事態に備えて待機発電設備すなわち予備力の保持が必要となる。我が国では、
必要最大電源容量の 3 % 程度が予備力とされている。要求があればすぐに発電できる待機電力の
部分は瞬動予備力と呼ばれているが、現在我が国では通常これに揚水発電が充当されている。 
 
(6) 瞬時電圧低下 / 停電対応 
製造設備や利用設備におけるコンピュータを利用した高性能化などの理由により、交流 1 サイ
クル以下の瞬時的な停電や電圧低下さえも許されない事情が現れてきている。そこで、電力品質
を向上するために電力貯蔵装置を利用することが考えられており、瞬低対策用および UPS
（Uninterruptible Power Supply : 無停電電源装置）用としての電力貯蔵用電池が開発されている。 
 
(7) 分散型電源の出力変動補償 
太陽光発電や風力発電などの自然エネルギーを利用する分散型電源は、自然条件に左右されて
間欠的な電源となり得る。大きな電力系統に連系する場合には、系統の制御能力により変動分は
吸収されてしまい問題はない。しかし、小さな系統あるいは特に独立電源の場合には、電力供給
を負荷変動に追従させる必要がある。そのような状況においては、電力貯蔵装置の機能は不可欠
なものとなる。 
 
本論文では、このような電力貯蔵装置の優れた機能に着目し、特に上記の (1) 、(4) 、(5) 、(6) に
関連した制御手法を提案する。そして、現時点において技術的完成度が高く、都市部近郊への分
散配置が容易であることなど、最も実用性の高い NAS（NAtrium Sulfur : ナトリウム硫黄）電池を
取り上げ、「既存 VQC システムとの協調制御」、「電圧安定性向上への応用」、「電圧変動抑制への
応用」、「線路過負荷解消への応用」という 4 つの観点から新しい系統解析手法および制御アルゴ
リズムの開発を行う。有効電力と無効電力の両方を柔軟に取り扱うことができる NAS 電池により、
将来の電力系統において多種多様な系統制御を実現し、今までの電力系統にはない新たな制御体
系を確立することが本論文の研究目的である。本論文における各章の概要は、次の節で述べるこ
とにする。 
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1.3 本論文における各章の概要 
 
2 章 NAS 電池 
ここでは、本論文で取り上げる NAS 電池の原理や特徴について説明する。また、他の電池（例
えば鉛蓄電池、レドックスフロー電池など）との比較も行い、NAS 電池特有の運転制御機能につ
いて述べる。 
NAS 電池の原理は、1966 年に米国の Ford Motor Company より発表され、電気自動車用に開発
が進められた。NAS 電池の基本構成は、陰極活物質として溶融ナトリウム、陽極活物質として溶
融硫黄と多硫化ナトリウムを使用し、電解質としてはナトリウムイオンを選択的に通す伝導性を
有する固体電解質を用いたものである。この固体電解質はガラスまたはセラミックにより構成さ
れているが、特にβ・アルミナ（Na2O・Al2O3）はナトリウムイオンの伝導性が大きいため、現在
開発されている NAS 電池の大部分が電解質としてβ・アルミナを用いている。活物質として使用
されるナトリウムと硫黄の電気化学当量が極めて小さく、かつ資源的にも豊富で安価であるため、
省資源、省エネルギーを必要とする時代に適合し得る電力貯蔵装置であると言える。 
NAS 電池の特徴は、以下の通りである。1) 鉛蓄電池の約 3 倍の高エネルギー密度を持ち、変電
所や需要地の狭いスペースにコンパクトな設置が可能である。2) 高充放電効率でかつ自己放電が
ほとんどないため、効率的に電気を貯蔵することが可能である。3) 2,250 回以上の充放電が可能で
あり、15 年以上という優れた長期耐久性を持つ。4) 完全密閉型構造の単電池を使用したクリーン
な電池であり、安全性が高く、取扱上での保守が不要である。このように、NAS 電池は他の電池
や電力貯蔵装置に比べて有利な点が多く、今後も更なる普及拡大が見込まれている。 
 
3 章 既存 VQC システムとの協調制御 
ここでは、NAS 電池を地域供給系統における電圧無効電力制御（VQC）へ利用することを検討
し、新規導入の NAS 電池と既存の VQC 機器の協調制御手法について提案する。 
配電用変電所に設置されている電力用コンデンサ、分路リアクトル、負荷時タップ切換装置な
どの VQC 機器は、タイムスケジュール運転や個別 VQC 制御に従って制御されている。しかし、
配電用変電所に NAS 電池を設置すれば、NAS 電池の充放電に伴い、配電用変電所の母線電圧や
地域供給系統の電圧安定性に対する特性が変化する。したがって、NAS 電池と VQC 機器が協調
を取りながら制御されなければ、母線電圧制約の逸脱や電圧安定性の悪化を招くことも考えられ、
NAS 電池と VQC 機器の協調制御手法が求められることになる。 
そこで本章では、2 段階から成る最適潮流計算を解くことにより NAS 電池と VQC 機器の制御
パターンを決定し、地域供給系統における母線電圧と電圧安定性の維持を図る手法について提案
する。ただし、負荷時タップ切換装置は自動電圧調整装置による二次側電圧一定制御が行われて
いるため、本章では、タイムスケジュール運転が主流である電力用コンデンサと分路リアクトル
のみを検討の対象とする。最後に例題系統によるシミュレーションを行い、決定された制御パタ
ーンは NAS 電池を導入した配電用変電所に設置されている VQC 機器の制御手法やタイムスケジ
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ュール手法に有用な指針を与え、配電用変電所に設置される調相設備容量の削減が可能となるこ
とを確認する。 
 
4 章 電圧安定性向上への応用 
ここでは、NAS 電池を配電系統の電圧安定性を向上するために利用することを考え、NAS 電池
の最適配置および最適 PQ（有効・無効電力）出力比を決定する手法について提案する。 
従来の研究では、適切な「配置と PQ 出力比」ではなく、適切な「配置と容量」を導くものが
多く見られるが、コスト面を考慮しなければ容量は大きければ大きいほど良いと考えられてしま
う。したがって、容量についての議論を行うよりも、むしろ決められた容量の中で有効電力と無
効電力をどのような比で出力すれば効果的か、すなわち PQ 出力比についての議論を行うことが
重要であり現実的である。また、有効電力よりも無効電力を出力した方が効果的であると判明し
た場合、有効電力よりも無効電力を多く出力できる仕様が必要であり、電圧安定性を向上させる
ために NAS 電池（または交直変換装置）が持つべき性能についても評価することができる。 
そこで本章では、まず、母線電圧安定性指標 d VIPI / d PLおよび d VIPI / d QLを用いた感度手法に
より配置候補母線の順位付けを行い、次に、全系電圧安定性指標を VIPI 用いた最適潮流計算手法
により最適配置および最適 PQ 出力比を決定する手法について提案する。最後に例題系統を用い
てシミュレーションを行い、このような感度手法と最適潮流計算手法の組み合わせ手法により効
率的かつ最適に配置と PQ 出力比を決定できることを示し、系統プランナや系統オペレータの計
算労力も大幅に削減できることを示す。 
 
5 章 電圧変動抑制への応用 
ここでは、系統事故によって生じる電圧変動を抑制するために NAS 電池を利用することを検討
し、母線のサンプリング電圧から NAS 電池の制御操作量を決定する手法について提案する。 
一般に、系統事故などによって母線の電圧が大幅に低下すると、その母線に接続されている NAS
電池は停止するようになっている。しかし、NAS 電池の交直変換装置として電圧形自励式インバ
ータを用い、NAS 電池により適切な運転制御を行えば、系統事故による影響を小さくすることが
可能であると考えられる。また、系統に複数の NAS 電池が存在する場合には、互いに制御のコン
フリクトを生じさせる可能性がある。しかし、NAS 電池出力と母線電圧の関係を表す電圧感度を
使用することにより、制御の相互干渉を防ぐことができる。 
本章で提案する手法は、系統の電圧感度（グローバル情報）さえ事前に準備しておけば、あと
は NAS 電池が接続された母線のサンプリング電圧（ローカル情報）のみで実現することができる
ものである。すなわち、事故中はグローバル情報ではなくローカル情報のみを用いるため、現実
的な手法であると言うことができる。また、電圧感度の算出には反復計算を必要とせず、数回の
行列計算のみで解析的に求めることができる。したがって、計算の高速性が要求されるオンライ
ンでの使用にも適用できると考えられる。最後に例題系統によるシミュレーションを行い、コン
フリクトが生じる場合も生じない場合も電圧変動を効果的に抑制できることを確認する。 
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6 章 線路過負荷解消への応用 
ここでは、送電線事故によって生じる線路過負荷を解消するために NAS 電池を利用することを
考え、そのために必要な設置計画と運転制御を決定する手法について提案する。 
一般的に、送電線 n - 1 基準の線路過負荷を抑制するためには、送電線を増強したり、発電機出
力を振り替えたりして対処する。しかし、立地条件などにより送電線を増強することができない
場合や、放射状系統のように発電機出力振替では対応することが難しい場合も考えられる。本章
で提案する手法は、このような状況において利用することが望ましい。 
まず、設置計画の段階では、線路過負荷抑制の対象となる想定事故を特定し、その事故に対す
る NAS 電池の最適配置と最適容量、および、発電機出力の減少量を最適潮流計算により決定する。
最も厳しい線路過負荷が生じると考えられる時季・時間を考慮すればよいと考えられるため、夏
季・昼間の需要ピーク時間断面を想定した計画を行うことにする。次に、運転制御の段階では、
NAS 電池の制御内容を過渡安定度計算により検討する。「電圧変動の抑制」と「線路過負荷の解
消」という 2 つの機能を持った運転制御を考え、高出力型 NAS 電池により過渡状態の系統動揺を
抑制しつつ最終的には線路過負荷も解消することができる手法を適用する。最後に例題系統を用
いてシミュレーションを行い、設置計画段階で決定された NAS 電池システムの最適配置と最適容
量により、運転制御段階で線路過負荷現象が効果的に抑制されることを示す。 
 
7 章 結論 
本論文の成果について総括する。また、電力系統安定化制御の将来展望についても述べる。 
 
以上、本論文は電力貯蔵装置の 1 つである NAS 電池システムを電力系統安定化制御に応用する
ことを提案するものである。NAS 電池による系統電圧制御や系統事故時制御を実現するため、新
しい系統解析手法および制御アルゴリズムについて幅広く論ずる。 
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2 章 NAS 電池 
 
 
ここでは、本論文にて電力貯蔵装置の 1 つとして取り上げる NAS（NAtrium Sulfur : ナトリウム
硫黄）電池の概要について説明する [1]～[9] 。 
 
 
2.1 動作原理と特徴 
 
NAS 電池の原理は、1966 年に米国 Ford Motor 社の Kummer と Weber により発表され、電気自
動車用に開発が進められた。NAS 電池の基本構成は図 2.1 に示すように、陰極活物質として溶融
ナトリウム、陽極活物質として溶融硫黄と多硫化ナトリウムを使用し、電解質としてはナトリウ
ムイオンを選択的に通す伝導性を有する固体電解質を用いたものである。この固体電解質はガラ
スまたはセラミックにより構成されているが、特にβ･アルミナ（Na2O･Al2O3）はナトリウムイオ
ンの伝導性が大きいため、現在開発されている NAS 電池の大部分が電解質としてβ･アルミナを
用いている。また特にβ･アルミナは電子伝導性を持たないため、陽極と陰極とを分離するセパレ
ータとしての役目も併せて果たしている。多硫化ナトリウムにはイオン伝導性はあるが電子伝導
性がなく、また硫黄にも電子伝導性がないため、電気化学反応に伴う電子の授受を助ける目的で
陽極活物質は導電材に含浸されている。NAS 電池は、全ての活物質を溶融状態に保つことが必要
であり、β･アルミナのイオン伝導性を高めるために、通常 300 ～ 350 ˚C の高温下で使用される。
具体的な単電池構造図の一例を図 2.2 に示した。 
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図 2.1 充放電機構図 
 
 
図 2.2 単電池構造図 
15 
 
電池反応は次の通りである。 
 
2 Na + x S 
放電
充電
 Na2S5 + (x - 5) S    for  x > 5·····························································(2.1) 
2 Na + x S 
放電
充電
 Na2Sx    for  x < 5··············································································(2.2) 
 
すなわち、図 2.3 に示す Na-S 系の相図より、作動温度 300 ～ 350 ˚C では、放電初期（充電末期）
には正極に中性の硫黄と Na2S5が共存する 2 成分域であるが、さらに放電が進行すると Na2Sx（x < 
5）だけの 1 成分域となる。作動温度範囲では Na2S2.8付近での固相の Na2S2が生じるため、x ≒ 3
で放電終了となる。したがって、理論容量はナトリウム 1 g 当たり 1.17 Ah、硫黄 1 g 当たり 0.557 
Ah である。 
 
 
図 2.3 Na-S 系の相図 
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電池の開路電圧は図 2.4 に示すように、多硫化ナトリウムの組成と温度に依存する。すなわち、
2 成分域では 2.076 V（350 ˚C）で一定であるが、1 成分域では硫黄のモル比の減少とともにほぼ
直線的に低下し、Na2S3では 1.78 V（350 ˚C）になる。 
 
 
図 2.4 NAS 電池の開路電圧 
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NAS 電池の特徴は以下の通りである。 
 
・利点 
1) 変電所や需要地の狭いスペースにコンパクトな設置が可能であり、鉛蓄電池の約 3 倍の
高エネルギー密度を持つ。 
2) 高充放電効率でかつ自己放電がほとんどないため、効率的に電気を貯蔵することができ
る。 
3) 2,250 回以上の充放電が可能であり、15 年以上という優れた長期耐久性を持つ。 
4) 排ガスや騒音などが皆無であり、優れた環境特性を保有している。 
5) 駆動部分がないため、メンテナンス性やハンドリング性が良好である。 
6) 完全密閉型構造の電池であるため、安全性が高く、取扱上での保守が不要となる。 
7) 活物質が液状であるため、活物質による寿命制限がない。 
8) 高効率放電時の容量減少が極めて少ない。 
9) 主要構成部品が無機材料であるため、耐久性に優れている。 
10) 外部配管、ポンプ、バルブなどの付帯設備が不要である。 
11) 短期間での設置が可能である。 
 
・欠点 
1) 高温動作型であり、保温・温度制御機構が必要である。 
2) β･アルミナの工業的生産が困難で、化学的安定性にも問題がある。 
 
以上のほか、理論的エネルギー密度が高く、従来の鉛蓄電池では 30～50 Wh/kg（理論値 180 
Wh/kg）であるのに対し、その数倍の値（理論値 760 Wh/kg）が可能と考えられる。また、活物質
として使用されるナトリウムと硫黄は電気化学当量が極めて小さく、かつ資源的にも豊富で安価
であるため、省資源、省エネルギーを必要とする時代に適合し得る電力貯蔵装置であると言える。 
 
 
2.2 システム構成と運転制御機能 
 
変電所に NAS 電池システムを導入する場合、交直変換システムとして、交流インターフェイス、
交直変換装置、直流インターフェイスといった周辺機器が存在する。変電所の系統から、交流イ
ンターフェイスを介して受電し、交直変換装置により直流回路（電池システム）と交流電力系統
を接続する。また、交直変換装置と電池システムの間は、故障時の保護機能を持たせた直流イン
ターフェイスを設ける。さらに、システム全体の監視制御を行う計測監視・運転制御システムを
設けている。システム全体の運転制御機能（運転制御モード）を表 2.1 に示し、NAS 電池システ
ムの外観（東京電力株式会社綱島変電所）を図 2.5 に示す。 
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表 2.1 NAS 電池システムの運転制御機能 
運転制御モード 制御内容 
交流定電力制御 交流側で電力を一定に保つ。 
直流定電力制御 直流側で電力を一定に保つ。 
直流定電流制御 直流側で電流を一定に保つ。 
有 
効 
電 
力 
制 
御 
直流定電圧制御 直流側で電圧を一定に保つ。 
定無効電力制御 無効電力を一定に保つ。 
定電圧制御 系統電圧を設定値に保つように無効電力を制御する。
無 
効 
電 
力 
制 
御 
定力率制御 力率を一定に保つように無効電力を制御する。 
負荷追従制御（LFC） 外部からの信号に従って電力を出力する。 
 
 
図 2.5 NAS 電池システムの概観 
 
 
 
 
交直変換装置 NAS 電池 
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NAS 電池システムの交直変換装置として、他励式インバータ、自励式インバータ（電流形・電
圧形）を挙げることができる。特に、電圧形自励式インバータは、充放電時に極性を切り換える
必要がなく、インバータの点弧位相を切り換えることによって、充電から放電まで、進み力率か
ら遅れ力率まで、有効電力と無効電力を高速かつ柔軟に出力することが可能となる。 
また、負荷平準化運転と短時間高出力運転という 2 つの機能を持ち合わせた高出力型 NAS 電池
の開発も進んでいる。これにより、多種多様な負荷パターンを持つ需要家や、瞬時電圧低下や停
電も許されないような需要家にも柔軟に対応することができる。待機状態からの高出力倍数と出
力可能時間の関係を図 2.6 に示す。出力可能時間は電池の作動温度上限（360 ˚C）により制限され、
出力倍数が高いほど、電池温度の上昇が速く、出力時間は短くなる。 
 
0 1 2 3 4 50.01
0.1
1
10
出力倍率 [倍]
放
電
可
能
時
間
 [時
間
]
×1 : 7.2 hr
×1.8 : 1.5 hr
×2.8 : 30 min
×3.7 : 15 min
×4.8 : 5 min
 
図 2.6 出力倍率と放電可能時間 
 
 
2.3 設置目的と導入事例 
 
従来、電力貯蔵装置は冷暖房需要に使用する電力を昼間から夜間へとシフトするために利用さ
れていた。すなわち、電力会社が配電用変電所などに電力貯蔵装置を設置し、負荷平準化のため
に利用されていることがほとんどであった。 
しかし、電気事業法の改正により電力の自由化が進み、需要家は自らの意思で自らの希望に合
った価格やサービスを選択できる環境が整いつつある。このような中、需要家自身が電力貯蔵装
置を設置し、電気料金の削減、無停電電源としての機能、瞬時電圧低下などの対策のために利用
されるようになってきた。 
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東京電力株式会社が実証試験・導入を行っている NAS 電池システムの一覧を、表 2.2 および表
2.3 に示す。 
 
表 2.2 変電所設置用の導入事例 
設置場所 システム種類 運転開始 
川崎電力貯蔵連系試験場 50 kW（実用原型機） 1992 年 12 月～
川崎電力貯蔵連系試験場 500 kW 1995 年 8 月～ 
綱島変電所 6,000 kW 1997 年 7 月～ 
大仁変電所 6,000 kW 1999 年 3 月～ 
品川変電所 2,000 kW 2001 年 3 月～ 
 
表 2.3 需要家設置用の導入事例 
設置場所 システム種類 運転開始 
川崎電力貯蔵連系試験場 250 kW 1995 年 12 月～
TEPCO 新エネルギーパーク 50 kW 1995 年 12 月～
鬼怒川発電所 200 kW（高出力型） 1998 年 1 月～ 
東光電気 2,000 kW 1999 年 6 月～ 
技術開発センタービル 200 kW 1999 年 9 月～ 
関電工 200 kW 1999 年 11 月～
川崎 200 kW 2000 年 11 月～
大宮営業所 50 kW 2001 年 3 月～ 
平塚営業所 50 kW（UPS 兼用） 2001 年 3 月～ 
秦野営業所 50 kW（高出力型） 2001 年 3 月～ 
日立エンジニアリング 300 kW（UPS 兼用） 2001 年 3 月～ 
東京エネシス 25 kW（力率改善用） 2001 年 3 月～ 
東京都下水道局 1,000 kW（下水道事業用） 2001 年 10 月～
アサヒビール 1,000 kW（UPS 兼用） 2001 年 12 月～
つばさ総合高等学校 200 kW 2002 年 2 月～ 
高岳製作所 1,000 kW（UPS 兼用） 2002 年 3 月～ 
富士ゼロックス 1,000 kW（UPS 兼用） 2002 年 3 月～ 
パシフィコ横浜 2,000 kW（UPS 兼用） 2002 年 4 月～ 
富士通 1,000 kW（2 倍出力型 瞬低対策・UPS 兼用） 2002 年 6 月～ 
イトーヨーカ堂 1,000 kW 2002 年 8 月～ 
AEP 技術センター 100 kW（5 倍出力型 瞬低対策・UPS 兼用） 2002 年 9 月～ 
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2.4 競合電池との比較 
 
電力貯蔵用電池は、一般家庭用の小規模なものから、大口需要家および配電用変電所などに設
置する大規模なものまで、様々である。電池性能としては、以下の点が必要となる。 
 
1) 高エネルギー密度であること 
2) 低コスト化が期待でくること 
3) 総合エネルギー効率が高いこと 
4) 寿命が長いこと 
5) 資源的に制約がないこと 
 
これらの条件を満たす電池として、NAS 電池以外にも、レドックスフロー電池、亜鉛臭素電池、
鉛蓄電池、リチウムイオン電池、ニッケル水素電池などが挙げられる。競合電池との比較を表 2.2
に示す。 
表 2.2 より、NAS 電池は他の電池と比べて、理論エネルギー密度が非常に高いことが分かる。
すなわち、より小さな設置スペースで、より大きな電力を放電できることになる。また、システ
ム容量（Wh）も大規模に構成することが可能であるため、より広範な電力系統において適用する
ことができると考えられる。さらに、目標耐久性に着目すると、NAS 電池は 2,500 回以上の充放
電サイクルが期待されている。通常の使用方法であれば、2,500 回という充放電サイクルは 15 年
以上という長期耐久性に相当し、NAS 電池が優れた寿命性能を持っていることが分かる。 
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3 章 既存 VQC システムとの協調制御 
 
 
3.1 はじめに 
 
NAS 電池システムは、既存の発電設備と比較して一般的に応答が速く、交直変換装置の機能に
より有効電力出力と無効電力出力を高速かつ独立に制御することが可能である。また、交直変換
装置の仕様が適切であれば、定格出力の 2 ～ 5 倍程度の電力を瞬時に充放電することも可能であ
る。したがって、設備の有効利用や負荷率の改善を目的とするだけでなく、地域供給系統におけ
る電圧・無効電力制御（VQC）への応用も期待されている。しかし、配電用変電所に設置される
NAS 電池システムと既存 VQC システム（電力用コンデンサ、分路リアクトル、負荷時タップ切
換変圧器など）は互いに協調を取りながら制御される必要があり、NAS 電池システムと既存 VQC
システムの制御手法やタイムスケジュール手法の検討に問題が残されている。 
そこで本章では、NAS 電池システムを配電用変電所に設置することを考え、地域供給系統にお
ける電圧安定性を考慮した NAS 電池システムと既存 VQC システムの協調制御手法について提案
する。2 段階から成る最適潮流計算を解くことにより NAS 電池システムと既存 VQC システムの
制御パターンを決定し、地域供給系統の母線電圧と電圧安定性を維持することを目標とする。 
提案手法の有効性を確認するために、本章では電気学会 1 機 V 系統モデル [1][2] を用いてシミュ
レーションを行う。そして、NAS 電池システムが既存 VQC システムとしての役割を果たし、配
電用変電所に設置される調相設備容量の削減が可能となることを示す。 
 
 
3.2 VQC 機器 [3][4] 
 
<3.2.1> 電圧・無効電力制御の目的  電圧・無効電力の調整は、電力系統の運用状況や負荷
の変化に対応して行われ、具体的な制御目的は以下の通りである。 
 
1) 系統電圧の適正維持 
2) 無効電力バランスの適正維持と送電損失の低減 
3) 電圧安定性の適正維持 
4) 電圧品質の適正維持（フリッカ対策） 
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これらの目的は、系統種別に対応して重点の度合いが異なる。地域供給系統においては、特別
高圧需要家や配電用変電所への供給が中心であることから、放射状の系統構成をとっていること
が多く、特別高圧需要家の母線電圧の維持や配電用変電所の送り出し電圧の維持などを主な目的
としている。近年では、地域供給系統においても比較的長距離に亘る送電の場合は、重潮流時に
電圧安定性維持に主眼を置いた電圧・無効電力の調整を行うこともある。 
 
<3.2.2> 電圧・無効電力制御の機器  電力系統には各所に電圧・無効電力制御機器が設置さ
れているが、配電用変電所に設置されている電圧・無効電力制御機器は、主として電力用コンデ
ンサ（SC）、分路リアクトル（ShR）、負荷時タップ切換装置（LTC）が挙げられる。 
電力用コンデンサは系統に無効電力を供給し、分路リアクトルは系統から無効電力を吸収し、
無効電力のバランス調整および電圧の維持を行うものである。負荷時タップ切換装置は、需要の
変化に応じて主に負荷側電圧を規定値以内に維持するように制御するものである。何れの機器も、
経済性に優れていること、電力損失が小さいこと、高調波対策が不要であることなどの利点を持
ち、配電用変電所に広く普及している。 
 
<3.2.3> 電圧・無効電力制御の方式  電圧・無効電力制御方式には「中央制御方式」と「個
別制御方式」とがあり、さらに個別制御方式には「タイムスケジュール運転」と「個別 VQC 方式」
とがある。電圧・無効電力制御方式の分類を表 3.1 に示す。 
 
表 3.1 電圧・無効電力制御方式 
個別制御方式 
中央制御方式 
タイムスケジュール運転 個別 VQC 制御 
複数電気所の情報（P, Q, V
など）を集め、系統の主要
な VQC 機器を協調制御す
る。 
時間により調相設備の投
入・開放を行い、負荷時タ
ップ切換装置は 90Ry によ
り個々に制御を行う。 
調相設備と負荷時タップ
切換装置の協調制御を行
う。 
 
電圧・無効電力制御から見た給電運用体系は階層構造になっており、電圧階級によって階層区
分を行っている。一般的に、基幹系統には中央制御方式、地域供給系統には個別制御方式が採用
されていることが多い。すなわち、配電用変電所に設置されている電力用コンデンサ、分路リア
クトル、負荷時タップ切換装置は、一般的に個別制御方式に従って制御されていると考えてよい。 
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3.3 提案手法 
 
<3.3.1> 提案手法の概要  配電用変電所に設置されている電力用コンデンサ（SC）、分路リ
アクトル（ShR）、負荷時タップ切換変圧器（LRT）などの既存 VQC システムは、タイムスケジュ
ール運転や個別 VQC 制御に従って制御されている。しかし、配電用変電所に NAS 電池システム
を設置すれば、NAS 電池システムの充放電に伴い、配電用変電所の母線電圧や地域供給系統の電
圧安定性が変化する。したがって、NAS 電池システムと既存 VQC システムが互いに協調を取り
ながら制御されなければ、母線電圧制約の逸脱や電圧安定性の悪化を招くことも考えられる。 
そこで本章では、2 つのステップから成り立つ最適潮流計算を解くことにより NAS 電池システ
ムと既存 VQC システムの制御パターンを決定し、地域供給系統の母線電圧と電圧安定性を維持す
る手法を提案する。ただし、負荷時タップ切換装置は 90Ry（自動電圧調整装置）による二次側電
圧一定制御が行われていることが多いため、本章では、タイムスケジュール運転が主流となって
いる電力用コンデンサと分路リアクトルのみを検討の対象とする。 
まずステップ 1では、配電用変電所にNAS電池システムを設置する前の状態を考える。そして、
この状態で負荷倍率の最大化を目的とした最適潮流計算を解くことにより、目標となる電圧安定
性レベルを決定する。次にステップ 2 では、配電用変電所に NAS 電池システムを設置した後の状
態を考える。そして、ステップ 1 で求まった電圧安定性レベルを目標として、NAS 電池システム
および既存 VQC システムにより制御を行う。 
本章で提案する制御パターンの決定手法は最適潮流計算による定式化を行っているため、電力
用コンデンサおよび分路リアクトルの投入量は連続値として求まることになる。したがって、最
適潮流計算により得られた連続値を設置されている調相設備のバンク数に合わせて離散値に修正
することが必要になり、母線電圧制約の再確認なども必要となる。しかしながら、NAS 電池シス
テムは高速かつ柔軟に連続値制御を行うことができるため、調相設備の投入量を離散値に修正す
ることによって生じる「しわ寄せ」を NAS 電池システムが補償することも可能であると考えられ
る。 
 
<3.3.2> 制御パターンの決定手法  本章で提案する制御パターンの決定手法は、2 つのステ
ップから成り立っている。 
まずステップ 1では、配電用変電所にNAS電池システムを設置する前の状態を考える。そして、
配電用変電所の母線電圧を適正な範囲に維持させ、地域供給系統の電圧安定性を最大限に向上さ
せることを考える。具体的には、各負荷断面において以下のような最適潮流計算を解く。 
ここでは、母線 i における現在の電圧を Vi = ei + j fi、負荷限界での電圧を Vcr i = ecr i + j fcr iと直角
座標系で表す。 
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1) 目的関数（負荷倍率の最大化） 
 
kF =maximize ······························································································································(3.1) 
 
ただし、k：負荷倍率である。 
 
 
2) 等式制約条件（直角座標系における潮流方程式） 
 
・発電機母線 
iis PP = ············································································································································(3.2) 
icris PPk = ········································································································································(3.3) 
 
・負荷母線 
iis PP = ············································································································································(3.4) 
iis QQ = ···········································································································································(3.5) 
icris PPk = ········································································································································(3.6) 
icris QQk = ·······································································································································(3.7) 
 
・全母線 
( )∑
=
++−=
n
j
ijijijijjiijijiji ffGfeBfeBeeGP
1
···························································································(3.8) 
( )∑
=
−+−−=
n
j
ijijijijjiijijiji ffBfeGfeGeeBQ
1
·························································································(3.9) 
( )∑
=
++−=
n
j
icrjcrijicrjcrijjcricrijicrjcrijicr ffGfeBfeBeeGP
1
········································································(3.10) 
( )∑
=
−+−−=
n
j
icrjcrijicrjcrijjcricrijicrjcrijicr ffBfeGfeGeeBQ
1
······································································ (3.11) 
 
ただし、Psi：母線 i における現在の有効電力指定値、Pi：母線 i における現在の有効電力、Pcr 
i：母線 i における負荷限界での有効電力、Qsi：母線 i における現在の無効電力指定値、Qi：
母線 i における現在の無効電力、Qcr i：母線 i における負荷限界での無効電力、Gij：母線アド
ミタンス行列 ij 要素の実部、Bij：母線アドミタンス行列 ij 要素の虚部、n：系統の母線数であ
る。 
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3) 不等式制約条件（系統運用条件） 
 
・母線電圧制約 
iii VVV maxmin ≤≤ ·························································································································(3.12) 
iicri VVV maxmin ≤≤ ······················································································································(3.13) 
 
・電力用コンデンサ投入量制約 
ii SCSC max≤ ···································································································································(3.14) 
・分路リアクトル投入量制約 
ii ShRShR max≤ ································································································································(3.15) 
 
ただし、| Vi |：母線 i における現在の電圧の大きさ、| Vcr i |：母線 i における負荷限界での電圧
の大きさ、| Vmin i |：母線 i における電圧の大きさの下限値、| Vmax i |：母線 i における電圧の大
きさの上限値、SCi：変電所 i における電力用コンデンサ投入量、SCmax i：変電所 i における電
力用コンデンサ容量、ShRi：変電所 i における分路リアクトル投入量、ShRmax i：変電所 i にお
ける分路リアクトル容量である。 
 
ここで、負荷倍率 k とは、現在の有効電力負荷と無効電力負荷を定力率で増加させていき、母
線電圧制約の逸脱が生じる負荷限界を求めるときに使用する乗数のことである。つまり、負荷倍
率 k を最大化することは、P-V 曲線先端までの余裕を広げることになり、地域供給系統における
電圧安定性の向上につながる。負荷倍率 k の概念を図 3.1 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
29 
 
Vmin
Vmax
Present load
P
Critical load
kP
k times
Voltage margin
Load margin
Present voltage
V
Critical voltage
Vcr
 
図 3.1 負荷倍率 k の概念 
 
次にステップ 2では、配電用変電所にNAS電池システムを設置した後の状態を考える。そして、
ステップ 1 で求まった負荷倍率を電圧安定性の目標レベルとし、NAS 電池システムおよび既存
VQC システムの制御パターンを決定する。つまり、NAS 電池システムを設置する前の電圧安定性
を目標レベルとし、それ以上の電圧・無効電力制御を行わないようにする。具体的には、各負荷
断面において以下のような最適潮流計算を解く。 
 
1) 目的関数（負荷倍率の目標レベル） 
 
( )2minimize kkF ref −= ·················································································································(3.16) 
 
ただし、kref：ステップ 1 で求まった目標となる負荷倍率である。 
 
2) 等式制約条件（直角座標系における潮流方程式） 
 
・発電機母線 
iis PP = ··········································································································································(3.17) 
icris PPk = ······································································································································(3.18) 
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・NAS 電池システムを設置する負荷母線 
iiNASis PPP =+ ································································································································(3.19) 
iiNASis QQQ =+ ······························································································································· (3.20) 
icriNASis PPPk =+ ····························································································································(3.21) 
icriNASis QQQk =+ ···························································································································(3.22) 
 
・NAS 電池システムを設置しない負荷母線 
iis PP = ··········································································································································(3.23) 
iis QQ = ·········································································································································(3.24) 
icris PPk = ······································································································································(3.25) 
icris QQk = ·····································································································································(3.26) 
 
・全母線 
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=
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n
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icrjcrijicrjcrijjcricrijicrjcrijicr ffBfeGfeGeeBQ
1
······································································(3.30) 
 
ただし、PNAS i：NAS 電池システム i の有効電力出力、QNAS i：NAS 電池システム i の無効電力出
力である。 
 
3) 不等式制約条件（系統運用条件と NAS 電池制約） 
 
・母線電圧制約 
iii VVV maxmin ≤≤ ·························································································································(3.31) 
iicri VVV maxmin ≤≤ ······················································································································(3.32) 
 
・電力用コンデンサ投入量制約 
ii SCSC max≤ ···································································································································(3.33) 
 
・分路リアクトル投入量制約 
ii ShRShR max≤ ································································································································(3.34) 
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・NAS 電池システム容量制約 
iNASiNASiNAS SQP ≤+ 22 ······················································································································(3.35) 
 
・NAS 電池システム力率制約 
φcos
22
≥
+ iNASiNAS
iNAS
QP
P
·····················································································································(3.36) 
 
ただし、SNAS i：NAS 電池システム i の容量、cosφ：NAS 電池システム i の力率である。 
 
以上の 2 段階から成る最適潮流計算を解くことにより、NAS 電池システムと既存 VQC システ
ムの制御パターンを決定することができる。 
 
 
3.4 シミュレーション 
 
<3.4.1> シミュレーションの概要  提案手法の有効性を確認するために、図 3.2 に示す電気
学会 1 機 V 系統モデルを [1][2] 使用してシミュレーションを行う。このモデルは、最適潮流計算や
電圧安定性解析のために作成された標準モデル（拡充系統モデル）である。系統データについて
は、付録 A を参照されたい。ただし、提案手法のシナリオを適用するため、発電および負荷の値
は変更する。 
負荷母線は 111, 211, 311 の 3 ヶ所であり、それぞれの負荷が図 3.3 に示すように P = 80 MW, Q = 
20 MW から P = 160 MW, Q = 40 MW まで定力率で増加していくケースを考える。系統全体として
は負荷が P = 240 MW, Q = 60 MW から P = 480 MW, Q = 120 MW まで増加することになるが、増
加していく時間（スパン）は自由に定めることができる。 
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図 3.2 電気学会 1 機 V 系統モデル 
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図 3.3 母線 111, 211, 311 における負荷増加率 
 
NAS 電池システムは母線 111, 311 の 2 ヶ所に設置されており、電力用コンデンサや分路リアク
トルもそれらの配電用変電所に併せて設置されている。基本的に、NAS 電池システムは地域供給
系統の負荷平準化を目的として運用されているものとするが、本シミュレーションでは、NAS 電
池システムが力率 cosφを 1.0 から 0.8 まで調節することにより、電圧・無効電力制御の役割を果
たすことができると仮定する。NAS 電池と VQC 機器のデータを表 3.2 に示す。 
 
 
33 
 
表 3.2 NAS 電池と VQC 機器のデータ 
母線 
NAS 電池容量 
SNAS i [MVA] 
コンデンサ容量 
SCmax i [MVA] 
リアクトル容量 
ShRmax i [MVA] 
111 12.0 6.0 6.0 
311 12.0 6.0 6.0 
 
また、母線電圧の上下限値は、全母線において | Vmax i | = 1.045 pu, | Vmin i | = 0.970 pu とした。 
 
<3.4.2> シミュレーションの結果と考察  まずステップ 1 として、NAS 電池システムを設置
する前のシミュレーション結果を示す。(3.1) 式から (3.15) 式までの最適潮流計算を解き、得られ
た負荷倍率の最大値を図 3.4 に示し、電力用コンデンサと分路リアクトルの制御パターンを図 3.5
に示す。 
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図 3.4 負荷倍率の最大値 
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図 3.5 SC と ShR の制御パターン 
 
図 3.4 より、負荷が増加するにつれて最大負荷倍率は減少し、P-V 曲線の先端に向けて近付いて
いることが分かる。また、図 3.5 からは、ほとんどの負荷断面において電力用コンデンサが最大
投入量となっており、負荷倍率を最大化するためには、より多くの電力用コンデンサが必要とな
ることが示されている。 
次にステップ 2 として、NAS 電池システムを設置した後のシミュレーション結果を示す。ステ
ップ 1 で求まった電圧安定性レベルを目標として (3.16) 式から (3.36) 式までの最適潮流計算を解
き、得られた電力用コンデンサと分路リアクトルの制御パターンを図 3.6 に示し、母線 111, 311
における NAS 電池システムの出力パターンをそれぞれ図 3.7, 図 3.8 に示す。 
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図 3.6 SC と ShR の制御パターン 
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図 3.7 母線 111 における NAS 電池の出力パターン 
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図 3.8 母線 311 における NAS 電池の出力パターン 
 
図 3.6 ～ 図 3.8より、NAS電池システムの力率を 1.0から 0.8までの範囲で制御することにより、
NAS 電池システムが調相設備の役割を果たし、既存の電力用コンデンサおよび分路リアクトルの
投入量が大幅に削減されていることが分かる（図 3.5 と図 3.6 を比較）。すなわち、NAS 電池シス
テムが負荷平準化と電圧・無効電力制御という 2 つの用途に使用されるとともに、配電用変電所
に設置される調相設備の容量削減が可能となることが示されている。 
NAS電池システムは、力率 0.8のとき±7.2 MVarまでの無効電力を調整することができるので、
±6.0 MVA の調相設備が存在しなくても適切に無効電力を供給・吸収することが可能である。し
かし、実際には±6.0 MVar 以上の無効電力を調整する負荷断面はほとんどないため、NAS 電池シ
ステムの有効電力出力が電圧・無効電力制御にも貢献していると考えられる。 
 
<3.4.3> NAS 電池設置後も負荷倍率を最大化する場合の検討  追加検討として、NAS 電池
設置後（ステップ 2）においても負荷倍率最大化を目的として制御を行う場合を考える。すなわ
ち、(3.16) 式の目的関数を (3.1) 式に置き換え、同様な最適潮流計算を解く場合を検討する。 
まず、図 3.9 に負荷倍率の最大値を示し、NAS 電池を設置する前後での比較を行う。そして、
最大負荷倍率（倍）を実際の負荷余裕（MW）に変換し、NAS 電池を設置した後における負荷余
裕の増加量を図 3.10 に示す。 
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図 3.9 負荷倍率の最大値 
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図 3.10 負荷余裕の増加量 
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図 3.9 より、NAS 電池システムを設置した後は最大負荷倍率が増加し、電圧安定性が向上する
ことが示されている。また、図 3.10 からは、最大負荷倍率を実際の負荷余裕に変換すると、重負
荷時には約 60 MW の負荷余裕が増加することが分かる。合計 24 MVA の NAS 電池システムを設
置することにより、その容量を上回る約 60 MW の負荷余裕が増加するので、NAS 電池システム
の有用性を見出すことができる。また、本シミュレーションでは、軽負荷時よりも重負荷時の方
が負荷余裕は増加する傾向にあり、ある程度まで負荷が増えると負荷余裕は飽和することも示さ
れている。 
次に、電力用コンデンサと分路リアクトルの制御パターンを図 3.11 に示し、母線 111, 311 にお
ける NAS 電池システムの出力パターンをそれぞれ図 3.12, 図 3.13 に示す。 
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図 3.11 SC と ShR の制御パターン 
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図 3.12 母線 111 における NAS 電池の出力パターン 
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図 3.13 母線 311 における NAS 電池の出力パターン 
 
図 3.11 ～ 図 3.13 より、NAS 電池システムは軽負荷時に分路リアクトル、重負荷時に電力用コ
ンデンサとしての役割を果たし、電圧・無効電力制御へ貢献していることが分かる。また、既存
VQC システムである電力用コンデンサや分路リアクトルも最大投入量となる負荷断面が多く見
受けられ、より一層電圧安定性を向上させるために制御が行われたと考えられる。 
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以上より、負荷倍率の目標レベルを設定せずに、負荷倍率を最大化することを考えれば、さら
に電圧安定性が向上し、負荷余裕も増加することが示された。 
 
 
3.5 まとめ 
 
従来、電力系統における電圧制御に対しては SVCや STATCOMなどの導入が検討されてきたが、
これらは主に無効電力を制御するものであった。しかし、有効電力と無効電力を瞬時かつ独立に
制御することが可能な電力貯蔵装置の登場により、電力系統において多目的で多種多様な制御を
可能にすることが期待される。 
そこで、現時点において技術的完成度が高い電力貯蔵装置として、将来有望な NAS 電池システ
ムを取り上げた。そして本章では、NAS 電池システムに負荷平準化と電圧・無効電力制御という
2 つの機能を持たせることを考え、電力用コンデンサや分路リアクトルといった既存 VQC システ
ムとの協調制御手法を提案した。2 段階から成る最適潮流計算を解くことにより NAS 電池システ
ムと既存 VQC システムの制御パターンを決定し、地域供給系統の母線電圧と電圧安定性を維持す
ることを目標とした。 
提案手法の有効性を確認するために、本章では電気学会 1 機 V 系統モデルを用いてシミュレー
ションを行った。そして、NAS 電池システムにより母線電圧と電圧安定性の維持が実現されると
ともに、配電用変電所に設置される調相設備容量の削減が可能となることを確認した。 
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4 章 電圧安定性向上への応用 
 
 
4.1 はじめに 
 
近年、我が国における電力需要はますます増加、都市集中化の傾向にあり、大容量電源の遠隔
化・偏在化に伴う設備利用率の低下、昼間・夜間あるいは夏季・冬季の電力需要格差に伴う負荷
率の低下が問題となっている。一方、化石燃料の使用に伴う枯渇問題・環境問題に社会的関心が
集まり、これらの対策も重要な課題である。そこで、設備の有効利用、負荷率の改善を目指して、
環境特性に優れた電力貯蔵装置を電力需要地付近の配電用変電所に分散配置することが考えられ
ている [1]～[4] 。 
特に、電力貯蔵装置の 1つであるNAS電池は、既存の発電設備と比較して一般的に応答が速く、
交直変換装置の機能により有効電力出力と無効電力出力を独立に制御することが可能である。し
たがって、設備の有効利用や負荷率の改善を目的とするだけでなく、負荷周波数制御（LFC）や
電圧無効電力制御（VQC）といった制御への応用も期待されている。 
そこで本章では、電力貯蔵装置として NAS 電池を検討し、配電系統における電圧安定性を向上
させることを目的とした NAS 電池の最適配置および最適 PQ 出力比を決定する手法について提案
する。提案する手法は、感度による手法と最適潮流計算（OPF）による手法とを組み合わせたも
のである。感度による手法は、僅か 1 回の潮流多根解析を行うことにより、配置候補母線の順位
付けを行うことができると同時に、その配置候補母線での PQ 出力比を近似的に計算することが
できるものである。一方、最適潮流計算による手法は、最適な配置と PQ 出力比を求めることは
できるが、配置母線の持つ電圧安定性に対する特性を理解することが困難であり、配置候補母線
の順位付けを行うことができない。本章では、これらの手法の特徴を踏まえ、効率的かつ最適に
配置および PQ 出力比を決定することができる組み合わせ手法について提案する。 
シミュレーションで用いる系統は、Ward & Hale 6 母線系統 [5] と 73 母線配電系統である。どち
らの系統も、需要ピーク帯を想定した重負荷系統となっており、電圧安定性への影響が懸念され
る状態となっている。これら 2 つの系統を用いてシミュレーションを行うことにより、感度によ
る手法と最適潮流計算による手法とを組み合わせて使用することによる有効性について確認し、
NAS 電池の持つべき性能についても付随的に評価を行う。 
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4.2 電圧安定性指標 
 
<4.2.1> 全系電圧安定性指標 VIPI [6]  VIPI（Voltage Instability Proximity Index）は近接潮流多
根に着目し、現在の状態を表す指定値ベクトルと安定限界に対応する臨界ベクトルが、指定値空
間においてどの程度近接しているかを示す立体角である。VIPI の概念図を図 4.1 に示す。VIPI は
スカラー指標であり、電圧安定度の余裕を定量的に評価することができる。 
 
Voltage Space
Specified value space
( )ay
( )by
syθ
x
*x
a
b
b−
 
図 4.1 VIPI の概念図 
 
潮流方程式は、指定値ベクトルを ys、電圧ベクトルを x とすると、 
( )xyy =s ··········································································································································(4.1) 
で表されるが、ここで同一の ysを満足する 2 種類の電圧ベクトル x、x*を考える。x と x*を潮流多
根解析により求め、あるベクトル a（電圧空間の臨界ベクトル）およびベクトル b（x と a の偏差
ベクトル）の和と差で表現すると、 
bax +=   bax −=* ····················································································································(4.2) 
であるので、a と b は、 
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2
*xxa +=   
2
*xxb −= ·················································································································(4.3) 
となる。VIPI は指定値ベクトル ysと臨界ベクトル y(a)とが成す角であるので、以下のように定義
される。 
( )
( )ayy
ayy
⋅
⋅=≡ −
s
T
s1cosVIPI θ ·················································································································(4.4) 
 
VIPI は重負荷になるにつれて減少し、臨界点では 0 deg となるが、その減少の仕方がほぼ直線
的であるという特徴がある。臨界点近傍における他の電圧安定性指標は、値がほとんど変化しな
いか、値が急激に変化するかのどちらかである。したがって、VIPI は臨界点までの余裕を把握す
るのに適しており、このことは特に重負荷の系統を監視・制御する上で非常に大きな利点である
と言える。また、VIPI は僅か 1 回の潮流多根解析を行うことにより求めることができ、少ない計
算量で算出できることも特長である。 
 
<4.2.2> 母線電圧安定性指標 d VIPI / d QL [7]  電圧安定性は一般に無効電力と密接な関係が
あると考えられ、これまでに無効電力の増減や感度に基づいた電圧安定性指標が提案されている。
それらのうちの 1 つである d VIPI / d QLは、負荷母線での無効電力 QLが微小変化したとき、それ
に伴って <4.2.1> で示した全系電圧安定性指標 VIPI がどの程度変化するかに着目した感度指標で
ある。また、この指標も僅か 1 回の潮流多根解析と容易な行列演算を行うことにより求めること
ができ、VIPI と同様に少ない計算量で算出できることが特長である。 
まず、運用状態の電圧ベクトル（高め解ベクトル）を x、非運用状態の電圧ベクトル（低め解
ベクトル）を x*とすると、負荷の無効電力変化による VIPI 変化は、 
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のように表すことができる。ただし、母線 i の電圧高め解を Vi = ei + j fi、母線 i の電圧低め解を Vi* 
= ei* + j fi*とすると、x、x*、QLは、 
T
nnii fefefefe ],,,,,,,,,[ 2211 LL=x ·····································································································(4.6) 
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* LL=x ·································································································(4.7) 
T
LnlLiLLL QQQQ ],,,,,[ 21 LL=Q ···········································································································(4.8) 
である。 
次に、直角座標系での潮流方程式は、 
( ) 0QxG =L, ·····································································································································(4.9) 
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のように表すことができる。ただし、G は、 
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G ······························································································(4.10) 
である。ここで、x および QLが変動した場合、 
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L
ddd ·············································································································· (4.11) 
であるので、QLが変化した場合の x の変化量は、 
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となる。同様に、x*および QLが変動した場合、 
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であるので、QLが変化した場合の x*の変化量は、 
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となる。したがって、(4.12) 式と (4.14) 式を (4.5) 式に代入すると、 
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のように表すことができる。ここで、 
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と置くと、VIPI に対する負荷の無効電力の感度 SQは、 
LQdd QS=VIPI ······························································································································· (4.17) 
より求めることができる。ただし、SQは、 
],,,,,[ 21 QnlQiQQQ SSSSS LL= ············································································································(4.18) 
である。 
また、VIPI は、 
( )
( ) ∑∑
∑−− =⋅⋅= 2211 coscosVIPI
aksk
aksk
s
T
s
yy
yy
ayy
ayy ···················································································(4.19) 
のように表すことができ、ysおよび y(a)から成っている。したがって、連鎖律により、 
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と展開することができる。ここで、 
IVIPVIPIcos ′= ······························································································································(4.23) 
と置き、仮に両辺を一般的な変数 x で偏微分すると、 
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∂⋅− IVIPVIPIVIPIsin ···············································································································(4.24) 
となるので、 
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のように表すことができる。したがって、VIPI′について微分計算を行えばよい。ここで、VIPI′
を ysおよび y(a)の各要素で偏微分すると、以下のようになる。 
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4.3 提案手法 
 
<4.3.1> 提案手法の概要  NAS 電池を配電用変電所に分散配置することにより、配電系統の
電圧安定性を最大限に向上させるには、NAS 電池の適切な配置と PQ 出力比を導いておく必要が
ある。従来の研究では、適切な「配置と PQ 出力比」ではなく、適切な「配置と容量」を導くも
のが多く見られるが、コスト面を考慮しなければ容量は大きければ大きいほど良いと考えられて
しまう。したがって、容量についての議論を行うよりも、むしろ決められた容量の中で有効電力
と無効電力をどのような比で出力すれば効果的か、すなわち PQ 出力比についての議論を行うこ
とが重要であり現実的である。また、有効電力よりも無効電力を出力した方が効果的であると判
明した場合、有効電力よりも無効電力を多く出力できる仕様が必要であり、電圧安定性を向上さ
せるために NAS 電池（または交直変換装置）が持つべき性能についても評価することができる。 
そこで本章では、まず、母線電圧安定性指標を用いた感度手法により配置候補母線の順位付け
を行い、次に、全系電圧安定性指標を用いた最適潮流計算手法により最適配置および最適 PQ 出
力比を決定する手法を提案する。 
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<4.3.2> 感度手法による配置候補母線の順位付け  <4.2.2> では、VIPI に対する負荷の無効
電力の感度を算出する方法を示した。<4.2.2> で示した感度は、VIPI に対する NAS 電池の無効電
力出力の感度とも等価でもあり、NAS 電池の無効電力出力による VIPI への貢献度とも言い換える
ことができる。また、SQi に加え、(4.17) 式の QL を負荷母線での有効電力 PL に置き換えた式より
求まる感度を SPiと定義すれば、NAS 電池の有効電力出力による VIPI への貢献度も算出すること
ができる。そこで、配置候補母線の順位付けを行うために、SPi と SQi を用いた以下のような指標
Siを提案する。 
Li
Pi dP
dS VIPI=   
Li
Qi dQ
dS VIPI= ··········································································································(4.28) 
22
QiPii SSS += ······························································································································· (4.29) 
最も効果的に電圧安定性を向上させるためには、指標 Siが最大となる母線に NAS 電池を配置す
ればよい。最も効果的に電圧安定性を向上させるということは、なるべく少ない容量で最大限の
効果を生むこととなり、NAS 電池の設置コスト、運用コスト等を削減できることにもつながる。
また、複数の母線に NAS 電池を配置する場合、指標 Siが大きい母線の順に配置すれば電圧安定性
を向上させるという観点から適切なものとなる。 
ここで、有効電力感度で無効電力感度を除したものを近似的 PQ 出力比 Ri′と置く。 
Pi
Qi
i S
S
R =′ ········································································································································(4.30) 
本来なら最適 PQ 出力比は最適潮流計算を解かなければ求まらないはずであるが、この Ri′を用
いることにより、配置候補母線の順位付けを行うと同時に、その配置候補母線での近似的な PQ
出力比を計算することが可能となる。 
 
<4.3.3> 最適潮流計算手法による配置とPQ出力比の決定  配電用変電所内の配置候補母線
に NAS 電池を設置し、配電系統の電圧安定性を最大限に向上させるには、決められた容量制約の
もとで全系電圧安定指標 VIPIが最大となる NAS電池の出力を最適潮流計算により求めればよい。
最適潮流計算における変数は、配置候補母線における有効電力出力 PNi および無効電力出力 QNi
であり、PNiと QNiの組を配置候補母線の数だけ用意することになる。具体的には、以下のような
目的関数、等式制約条件、不等式制約条件を考慮した最適潮流計算を解くことを提案する。 
 
1) 目的関数（電圧安定性の最大化） 
 
VIPImaximize ····························································································································(4.31) 
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2) 等式制約条件（直角座標系での潮流方程式） 
 
・発電機母線 
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n
j
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1
··························································································(4.32) 
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iisi feV += ···································································································································(4.33) 
 
・NAS 電池を配置する負荷母線 
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・NAS 電池を配置しない負荷母線 
( )∑
=
++−=
n
j
ijijijijjiijijijsi ffGfeBfeBeeGP
1
··························································································(4.36) 
( )∑
=
−+−−=
n
j
ijijijijjiijijijsi ffBfeGfeGeeBQ
1
·························································································(4.37) 
 
3) 不等式制約条件（NAS 電池の容量制約） 
 
・母線ごとの容量制約 
222
NiNiNi SQP ≤+ ······························································································································(4.38) 
 
・系統全体の容量制約 
222
N
i
NiNi SQP ≤+∑ ··························································································································(4.39) 
 
以上のような最適潮流計算を解くことにより、電圧安定性を最大限に向上させることができる
有効電力出力 PNiと無効電力出力 QNiを得ることができる。 
ここで、有効電力出力で無効電力出力を除したものを最適 PQ 出力比 Riと置く。 
Ni
Ni
i P
QR = ········································································································································(4.40) 
この Ri を用いて、NAS 電池の容量（MVA）を有効電力出力（MW）と無効電力出力（MVar）
に分配すれば、最も効果的に配電系統の電圧安定性を向上させることができる。 
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<4.3.4> 感度手法と最適潮流計算手法の組み合わせ  <4.3.2> では、感度手法による配置候
補母線の順位付けを行う方法を提案し、<4.3.3> では、最適潮流計算手法による NAS 電池の最適
配置および最適 PQ 出力比を決定する方法を提案した。ここで、感度手法と最適潮流計算手法の
長所と短所を簡単に整理すると、表 4.1 のようになる。 
 
表 4.1 感度手法と最適潮流計算手法の長所と短所 
 感度手法 最適潮流計算手法 
長
所 
僅か 1 回の潮流多根解析を行うことに
より、配置候補母線の順位付けを行う
と同時に、その配置候補母線での PQ
出力比を近似的に計算することがで
きる。 
配置候補母線とその配置候補母線で
の NAS 電池の容量制約を与えれば、
最適な配置と PQ 出力比を決定するこ
とができる。 
短
所 
NAS 電池の容量が大きくなり、配置前
と配置後の系統状態が大きく変化す
ると、感度に差が生じてしまうため、
推定の精度が劣ってしまう。 
配置候補母線の持つ電圧安定性に対
する特性を理解することが困難であ
り、配置候補母線の順位付けを行うた
めには試行錯誤的な要素が必要とな
る。 
 
実際の系統計画または系統運用において NAS 電池の最適配置および最適 PQ 出力比を決定する
場合、正確な解析を行うために最適潮流計算による手法を使用することが望ましい。しかし、最
適潮流計算を行っても配置候補母線の持つ電圧安定性に対する特性を理解することは困難であり、
試行錯誤的に NAS 電池を配置する母線を変えてみて最適潮流計算を行わない限り配置候補母線
の順位付けを行うことはできない。そこで、感度手法と最適潮流計算手法を組み合わせた以下の
ような手法を提案する。 
 
Step 1 感度による手法（<4.3.2> を参照）を使用して、配置候補母線の順位付けを行う。 
Step 2 Step 1 より求まった順位から、実際に NAS 電池を配置する母線の絞り込みを行う。 
Step 3 絞り込みを行うことにより最適潮流計算の中で用いる変数の数を削減した上で、最適潮
流計算による手法（<4.3.3> を参照）を実行する。 
 
この組み合わせ手法を用いることにより、配置候補母線の持つ電圧安定性に対する特性を理解
した上で、効率的かつ最適に配置および PQ 出力比を求めることが可能である。 
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4.4 シミュレーションⅠ（単数設置） 
 
提案する手法の有効性を確認するために、Ward & Hale 6 母線系統 [5] と 73 母線配電系統を用い
てシミュレーションを行う。ここでは、系統に設置する NAS 電池を 1 台とし、その 1 台をある 1
つの母線に設置することにより VIPI を最大化させることを考える。 
 
<4.4.1> Ward & Hale 6 母線系統での例証  図 4.2 に示す Ward & Hale 6 母線系統を用いて例
証を行う。系統データについては、付録 B を参照されたい。シミュレーションを行う時間断面に
おける VIPI は 3.9259 deg であり、重負荷を想定した系統としている。この系統では、母線 3 から
母線 6 までの 4 つの負荷母線が設置の対象となり、設置する NAS 電池の容量制約は 0.020 pu とし
た。 
 
1
2
34
56
 
図 4.2 Ward & Hale 6 母線系統 
 
まず、<4.3.2> で示した感度手法を用い、指標 SPi、SQi、Si、近似的 PQ 出力比 Ri′を算出し、指
標 Siの大きい順に並べる。その結果を表 4.2 に示す。 
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表 4.2 各設置母線における指標、近似的 PQ 出力比 
母線 SPi SQi Si Ri′ 
5 0.6001 0.3907 0.7161 0.6510 
6 0.5232 0.4458 0.6874 0.8520 
3 0.4815 0.3895 0.6194 0.8089 
4 0.3261 0.3720 0.4947 1.1406 
 
表 4.2 から、指標 Siが最大となる負荷母線は母線 5 であり、NAS 電池の最適設置母線は母線 5
であることが分かる。また、そのときの近似的な PQ 出力比は 0.6510 であり、出力比 P:Q を 1:0.6510
とすればよいことも分かる。 
次に、<4.3.3> で示した最適潮流計算を表 4.2 の指標 Siが大きい母線の順に行い、VIPI、有効電
力出力 PNi、無効電力出力 QNi、最適 PQ 出力比 Riを算出する。その結果を表 4.3 に示す。 
 
表 4.3 各設置母線における VIPI、出力、最適 PQ 出力比 
母線 VIPI [deg] PNi [pu] QNi [pu] Ri 
5 4.7350 0.0169 0.0107 0.6347 
6 4.7157 0.0153 0.0129 0.8456 
3 4.6289 0.0156 0.0125 0.7994 
4 4.4900 0.0132 0.0150 1.1410 
 
表 4.2 と表 4.3 より、感度による手法から求まった指標の順位と最適潮流計算による手法から求
まった VIPI の順位が一致し、出力比 Riと感度比 Ri′は非常に近い値となることが分かった。すな
わち、n 回の最適潮流計算手法を行わなくても 1 回の感度手法を行えば配置と PQ 出力比を推定で
き、感度手法の妥当性を確認することができた。この例での表 4.2 と表 4.3 における PQ 出力比 Ri
と Ri′の関係を図 4.3 に示す。 
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図 4.3 PQ 出力比における 2 手法の比較 
 
<4.4.2> 73 母線配電系統での例証  図 4.4 に示す 73 母線配電系統を用いて例証を行う。こ
の系統には 147 kV から 3.2 kV までの電圧階級が含まれている。系統データについては、付録 C
を参照されたい。シミュレーションを行う時間断面における VIPI は 2.0133 deg であり、重負荷を
想定した系統としている。この系統では、すべての配電用変電所内の母線が設置の対象となり、
設置する NAS 電池の容量制約は 2.0 MVA とした。 
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図 4.4 73 母線配電系統 
 
まず、<4.3.2> で示した感度手法を用い、指標 SPi、SQi、Si、近似的 PQ 出力比 Ri′を算出し、指
標 Si の大きい順に並べる。感度計算の結果については、指標 Si の値が大きかった上位 10 母線に
ついて記してある。その結果を表 4.4 に示す。 
 
表 4.4 各設置母線における指標、近似的 PQ 出力比 
母線 変電所 SPi SQi Si Ri′ 
33 A – 2次 0.0777 0.0885 0.1178 1.1393 
34 A – 2次 0.0547 0.0605 0.0815 1.1058 
35 A – 2次 0.0475 0.0567 0.0740 1.1957 
32 A – 1次 0.0244 0.0434 0.0498 1.7812 
27 B – 2次 0.0233 0.0287 0.0369 1.2326 
28 B – 2次 0.0232 0.0287 0.0369 1.2354 
29 B – 2次 0.0230 0.0280 0.0362 1.2176 
25 C – 2次 0.0120 0.0221 0.0251 1.8365 
26 B – 1次 0.0078 0.0209 0.0223 2.6878 
24 C – 1次 0.0076 0.0207 0.0221 2.7160 
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表 4.4 から、指標 Si が最大となる負荷母線は母線 33 であり、NAS 電池の最適設置母線は母線
33、すなわち変電所 A の 2 次側（6.9 kV 側）であることが分かる。また、そのときの近似的な PQ
出力比は 1.1393 であり、出力比 P:Q を 1:1.1393 とすればよいことも分かる。 
次に、<4.3.3> で示した最適潮流計算を表 4.4 の指標 Siが大きい母線の順に行い、VIPI、有効電
力出力 PNi、無効電力出力 QNi、最適 PQ 出力比 Riを算出する。最適潮流計算の結果については、
目的関数 VIPI の収束値が大きかった上位 10 母線について記してある。その結果を表 4.5 に示す。 
 
表 4.5 各設置母線における VIPI、出力、最適 PQ 出力比 
母線 変電所 VIPI [deg] PNi [MW] QNi [MVar] Ri 
33 A – 2次 3.2755 1.3204 1.5022 1.1376 
34 A – 2次 2.8662 1.3359 1.4885 1.1142 
35 A – 2次 2.7960 1.2727 1.5428 1.2122 
32 A – 1次 2.5792 0.9597 1.7547 1.8284 
27 B – 2次 2.4039 1.2556 1.5567 1.2398 
28 B – 2次 2.4033 1.2539 1.5581 1.2427 
29 B – 2次 2.3962 1.2694 1.5455 1.2175 
25 C – 2次 2.2786 0.9303 1.7705 1.9031 
26 B – 1次 2.2648 0.6950 1.8754 2.6983 
24 C – 1次 2.2630 0.6901 1.8772 2.7201 
 
表 4.4と表 4.5より、73母線配電系統においてもWard & Hale 6母線系統と同様の結果が得られ、
感度手法の妥当性を確認することができた。この例での表 4.4 と表 4.5 における PQ 出力比 Ri と
Ri′の関係を図 4.5 に示す。 
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図 4.5 PQ 出力比における 2 手法の比較 
 
また、配電系統は負荷側に電源が存在しないため、このような前提条件のもとで配電系統に NAS
電池を設置する場合は、以下のようなことが分かる。 
まず、配電用変電所内に NAS 電池を設置する場合、1 次側（高圧側）よりも 2 次側（低圧側）
に設置する方が、より電圧安定性を向上させる傾向にあることが分かる。設備の仕様面や費用面
から考えても、1 次側よりも 2 次側に設置する方が好ましいことは明らかである。 
次に、電圧安定性を向上させるために NAS 電池を設置する場合、有効電力よりも無効電力を多
く出力した方が効果的であることが分かる。現在開発されている NAS 電池の大部分は力率 1.0 で
試験運用されており、無効電力を出力することができるとしても有効電力の数 % 程度である。し
たがって、有効電力出力と無効電力出力を調整する交直変換装置に仕様の変更が必要であると考
えられる。 
 
 
4.5 シミュレーションⅡ（複数配置） 
 
ここでは、系統に配置する NAS 電池を複数台とし、その複数台を幾つかの母線に配置すること
により VIPI を最大化させることを考える。NAS 電池の容量制約には、系統全体の容量制約と母線
ごとの容量制約を与えることとする。また、系統全体の容量制約に単数設置の場合と同じ値を用
いることにより、1 台を設置する場合と複数台を配置する場合との比較を行うとともに、容量を
集約させた場合と分散させた場合との比較を行う。 
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<4.5.1> Ward & Hale 6 母線系統での例証  ここでは、母線 3 から母線 6 までの 4 つの負荷
母線が配置の対象となり、NAS 電池の総容量が 0.020 pu を超えなければ複数の母線に配置しても
よいと仮定し、母線ごとの容量は 0.015 pu までとする。 
まず、<4.4.1> の表 4.2 の結果を用いて、配置候補母線を 3 母線（母線 5, 6, 3）に絞り込んだ。
次に、<4.3.3> で示した最適潮流計算を配置候補母線の有効電力出力 PNi と無効電力出力 QNi を変
数として行い（i = 5, 6, 3）、有効電力出力 PNi、無効電力出力 QNi、NAS 電池の容量 SNi、最適 PQ
出力比 Riを算出し、NAS 電池の容量 SNiの大きい順に並べる。その結果を表 4.6 に示す。 
 
表 4.6 各配置母線における出力、容量、最適 PQ 出力比 
母線 PNi [pu] QNi [pu] SNi [pu] Ri 
5 0.0127 0.0081 0.0150 0.6361 
6 0.0038 0.0032 0.0050 0.8431 
3 0.0000 0.0000 0.0000 － 
最大 VIPI = 4.7318 [deg] 
 
表 4.6 の結果は、最も感度が大きい母線 5 に可能な限りの容量を集め、その次に感度が大きい
母線 6 に残りの容量を設置したことを示している。すなわち、感度による手法で感度が大きい母
線を幾つか見つけ出し、その幾つかの母線の有効電力出力 PNiと無効電力出力 QNiのみを変数とし
て最適潮流計算を行えば、NAS 電池を複数配置する場合にも効率的かつ最適に配置および PQ 出
力比を決定できることが分かる。最適潮流計算における変数の数を削減することにより、系統プ
ランナまたは系統オペレータの計算労力も削減することができる。 
また、系統全体の容量制約だけでなく母線ごとの容量制約も課したことにより、NAS 電池の容
量が複数の母線に分散し、最適潮流計算により求まった最大 VIPI が単数設置の場合（表 4.3 の母
線 5 の値を参照）と比べると低下していることが分かる。よって、NAS 電池の容量を複数の母線
に分散させるより 1 つの母線に集約させた方が電圧安定性を向上させることも示された。 
 
<4.5.2> 73 母線配電系統での例証  ここでは、すべての配電用変電所内の母線が設置の対
象となり、NAS 電池の総容量が 2.0 MVA を超えなければ複数の配電用変電所内の母線に配置して
もよいと仮定し、母線ごとの容量は 1.5 MVA までとする。 
まず、<4.4.2> 章の表 4.4 の結果を用いて、配置候補母線を 3 母線（変電所 A の 2 次側・母線 33, 
34, 35）に絞り込んだ。次に、<4.3.3> で示した最適潮流計算を配置候補母線の有効電力出力 PNi
と無効電力出力 QNiを変数として行い（i = 33, 34, 35）、有効電力出力 PNi、無効電力出力 QNi、NAS
電池の容量 SNi、最適 PQ 出力比 Riを算出し、NAS 電池の容量 SNiの大きい順に並べる。その結果
を表 4.7 に示す。 
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表 4.7 各配置母線における出力、容量、最適 PQ 出力比 
母線 変電所 PNi [MW] QNi [MVar] SNi [MVA] Ri 
33 A – 2次 0.9753 1.1397 1.5000 1.1685 
34 A – 2次 0.3376 0.3688 0.5000 1.0926 
35 A – 2次 0.0000 0.0000 0.0000 － 
最大 VIPI = 3.2503 [deg] 
 
表 4.7 より、73 母線配電系統においても Ward & Hale 6 母線系統と同様の結果が得られ、提案す
る組み合わせ手法の有効性を確認することができた。 
 
 
4.6 シミュレーションⅢ（負荷余裕および送電損失の評価） 
 
<4.6.1> 負荷余裕量および送電損失の重要性  4.4 節および 4.5 節では、Ward & Hale 6 母線
系統と 73 母線配電系統を用い、NAS 電池の最適配置および最適 PQ 出力比を決定する手法を示し
た。NAS 電池を 1 台設置した場合も複数台配置した場合も、初期状態（NAS 電池を配置する前の
状態）と比較すると VIPI が増加し、電圧安定性の向上を確認することができた。 
しかし、VIPI は指定値ベクトルと指定値空間における臨界ベクトルとが成す角で表されるため、
VIPI が増加したことにより負荷余裕がどの程度増加したかを評価することはできない。すなわち、
負荷の MW 余裕、MVar 余裕、あるいは MVA 余裕がどの程度増加したかを評価することは不可能
である。また、VIPI で用いられている電圧空間における臨界ベクトル a は、(高め解 + 低め解) / 2
と仮定しているため、真の電圧空間における臨界ベクトルと言うことはできない。そのため、VIPI
で用いられている指定値空間における臨界ベクトル y(a)も、真の指定値空間における臨界ベクト
ルと言うことはできない。 
そこで、ここでは、数理計画法を用いて電圧空間および指定値空間における真の臨界ベクトル
を算出し、NAS 電池を配置したことにより負荷余裕がどの程度増加したかを正確に評価する。 
まず、P-V カーブ（ノーズカーブ）の先端（ノーズポイント）を見出すために、以下のような
目的関数、等式制約条件を考慮した最適化問題を解く。 
 
1) 目的関数（負荷倍率の最大化） 
 
kmaximize ································································································································(4.41) 
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2) 等式制約条件（直角座標系での潮流方程式） 
 
・発電機母線 
( )∑
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n
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ijijijijjiijijijsi ffGfeBfeBeeGkP
1
·························································································(4.42) 
222
iisi feV += ···································································································································(4.43) 
 
・負荷母線 
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以上のような最適化問題を解くことにより、初期状態から臨界状態への負荷倍率が求まり、真
の電圧空間および指定値空間における臨界ベクトルを計算することができる。 
また、送電損失の軽減と電圧安定性の向上とは大きな関係があることが知られている。したが
って、NAS 電池を配置したことにより送電損失がどの程度減少したかについても評価する必要が
ある。そこで、この章では、NAS 電池を配置したことによる送電損失への影響を評価するために、
有効電力、無効電力、および皮相電力の送電損失も計算する。 
 
<4.6.2> Ward & Hale 6 母線系統での例証  まず、<4.4.1> の表 4.3 を参照し、各負荷母線に
最適な有効電力出力 PNiおよび無効電力出力 QNiを配置する。そして、各配置状態における需要量
および送電損失を計算し、その結果を表 4.8 に示す。ここで、初期状態とは NAS 電池を配置しな
い場合の状態を指す。 
 
表 4.8 各負荷母線に NAS 電池を導入した際の需要量および送電損失 
需要量 送電損失 
母線 有効電力
[pu] 
無効電力
[pu] 
皮相電力
[pu] 
有効電力
[pu] 
無効電力 
[pu] 
皮相電力
[pu] 
5 2.0081 0.5231 2.0751 0.3022 1.1386 1.1781 
6 2.0097 0.5247 2.0771 0.3052 1.1512 1.1910 
3 2.0094 0.5244 2.0767 0.3067 1.1530 1.1931 
4 2.0382 0.5532 2.1119 0.3106 1.1719 1.2123 
初期状態 2.0250 0.5400 2.0958 0.3219 1.2173 1.2591 
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次に、表 4.8 において、前述の最適化問題を各配置状態において解き、臨界負荷倍率を計算す
る。そして、各配置状態における臨界需要量を計算する。その結果を表 4.9 に示す。 
 
表 4.9 各負荷母線に NAS 電池を導入した際の臨界負荷倍率および臨界需要量 
臨界需要量 
母線 臨界負荷倍率 
有効電力 [pu] 無効電力 [pu] 皮相電力 [pu] 
5 1.0655 2.1408 0.5647 2.2141 
6 1.0644 2.1402 0.5619 2.2127 
3 1.0633 2.1376 0.5617 2.2102 
4 1.0612 2.1621 0.5881 2.2407 
初期状態 1.0525 2.1313 0.5683 2.2057 
 
表 4.8 と表 4.9 より、NAS 電池を配置したことによる負荷余裕の増加および送電損失の減少は
表 4.10 のようになる。 
 
表 4.10 負荷余裕の増加および送電損失の減少 
負荷余裕の増加 送電損失の減少 
母線 有効電力 
[pu] 
無効電力 
[pu] 
皮相電力 
[pu] 
有効電力
[pu] 
無効電力 
[pu] 
皮相電力
[pu] 
5 0.1327 0.0416 0.1389 0.0197 0.0786 0.0811 
6 0.1305 0.0371 0.1356 0.0167 0.0660 0.0681 
3 0.1282 0.0373 0.1335 0.0152 0.0643 0.0660 
4 0.1239 0.0349 0.1288 0.0113 0.0454 0.0468 
 
表 4.10 より、適切な配置と PQ 出力比で NAS 電池を配置することにより、系統の負荷余裕を増
加させることができ、系統の送電損失も減少させることができた。表 4.10 における負荷余裕の増
加および送電損失の減少を図 4.6 に示す。 
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図 4.6 負荷余裕の増加と送電損失の減少 
 
また、<4.4.1> の表 4.2 で示した VIPI に対する NAS 電池出力感度の順位は、負荷余裕を増加さ
せる順位および送電損失を減少させる順位にも等しくなることが分かる。ゆえに、<4.3.2> で示し
た提案する順位付け手法は、負荷余裕や送電損失といった様々な系統運用パラメータに対して有
効であることが示された。 
なお、この例では、最も適切な配置と PQ 出力比で NAS 電池を配置した場合（母線 5 に NAS
電池を配置した場合）、配置した NAS 電池の容量 0.020 pu よりも遥かに大きい負荷余裕 0.1389 pu
が得られることが示された。 
 
<4.6.3> 73 母線配電系統での例証  まず、<4.4.2> の表 4.5 を参照し、各負荷母線に最適な
有効電力出力 PNiおよび無効電力出力 QNiを配置する。そして、各配置状態における需要量および
送電損失を計算し、その結果を表 4.11 に示す。ここで、初期状態とは NAS 電池を配置しない場
合の状態を指す。 
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表 4.11 各負荷母線に NAS 電池を導入した際の需要量および送電損失 
需要量 送電損失 
母線 有効電力 
[MW] 
無効電力
[MVar] 
皮相電力
[MVA] 
有効電力
[MW] 
無効電力 
[MVar] 
皮相電力
[MVA] 
33 412.38 110.08 426.82 8.31 197.95 198.13 
34 412.36 110.06 426.80 8.37 199.00 199.18 
35 412.43 110.13 426.88 8.42 199.62 199.80 
32 414.66 112.36 429.61 8.64 202.21 202.39 
27 412.44 110.14 426.90 8.77 200.59 200.78 
28 412.45 110.15 426.90 8.77 200.61 200.80 
29 412.43 110.13 426.88 8.77 200.62 200.81 
25 412.77 111.13 427.47 8.90 203.28 203.48 
26 414.40 112.10 429.29 8.95 204.27 204.46 
24 414.39 112.09 429.28 8.95 204.30 204.49 
初期状態 413.70 111.40 428.44 9.07 206.20 206.40 
 
次に、表 4.11 において、前述の最適化問題を各配置状態において解き、臨界負荷倍率を計算す
る。そして、各配置状態における臨界需要量を計算する。その結果を表 4.12 に示す。 
 
表 4.12 各負荷母線に NAS 電池を導入した際の臨界負荷倍率および臨界需要量 
臨界需要量 
母線 臨界負荷倍率 
有効電力 [MW] 無効電力 MVar] 皮相電力 [MVA]
33 1.0833 446.86 119.18 462.48 
34 1.0743 443.08 118.18 458.57 
35 1.0727 442.49 117.95 457.94 
32 1.0677 442.65 120.69 458.81 
27 1.0648 439.24 117.06 454.57 
28 1.0648 439.24 117.06 454.57 
29 1.0645 439.13 117.04 454.46 
25 1.0609 437.98 118.69 453.77 
26 1.0605 439.43 120.02 455.52 
24 1.0604 439.40 120.01 455.49 
初期状態 1.0536 435.86 117.37 451.39 
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表 4.11 と表 4.12 より、NAS 電池を配置したことによる負荷余裕の増加および送電損失の減少
は表 4.13 のようになる。 
 
表 4.13 負荷余裕の増加および送電損失の減少 
負荷余裕の増加 送電損失の減少 
母線 有効電力 
[MW] 
無効電力 
[MVar] 
皮相電力 
[MVA] 
有効電力
[MW] 
無効電力 
[MVar] 
皮相電力
[MVA] 
33 12.32 3.14 12.71 0.76 8.25 8.28 
34 8.56 2.15 8.82 0.70 7.21 7.23 
35 7.90 1.86 8.11 0.65 6.59 6.61 
32 5.83 2.37 6.25 0.43 4.00 4.01 
27 4.64 0.95 4.72 0.30 5.61 5.62 
28 4.63 0.94 4.72 0.30 5.60 5.61 
29 4.54 0.95 4.63 0.30 5.59 5.60 
25 3.05 1.59 3.35 0.17 2.92 2.93 
26 2.87 1.95 3.28 0.12 1.94 1.94 
24 2.84 1.95 3.26 0.12 1.91 1.91 
 
表 4.13 より、73 母線配電系統においても Ward & Hale 6 母線系統と同様の結果が得られ、適切
な配置と PQ 出力比で NAS 電池を配置することにより、系統の負荷余裕を増加させることができ、
系統の送電損失も減少させることができた。表 4.13 における負荷余裕の増加および送電損失の減
少を図 4.7 に示す。 
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図 4.7 負荷余裕量の増加と送電損失の減少 
 
また、<4.4.2> の表 4.4 で示した VIPI に対する NAS 電池出力感度の順位は、負荷余裕を増加さ
せる順位および送電損失を減少させる順位にもほぼ等しくなることが分かる。ゆえに、<4.3.2> で
示した提案する順位付け手法は、負荷余裕や送電損失といった様々な系統運用パラメータに対し
て有効であることが示された。 
なお、この例では、最も適切な配置と PQ 出力比で NAS 電池を配置した場合（母線 33 に NAS
電池を配置した場合）、配置した NAS 電池の容量 2.0 MVA よりも遥かに大きい負荷余裕量 12.71 
MVA が得られることが示された。 
 
 
4.7 まとめ 
 
本章では、電圧安定性を向上させるという観点から、電力貯蔵装置の 1 つである NAS 電池の最
適配置および最適 PQ 出力比を決定する手法を提案した。提案手法は、全系電圧安定性指標 VIPI、
母線電圧安定性指標 d VIPI / d PLおよび d VIPI / d QLを用いるものであり、感度による手法と最適
潮流計算による手法を組み合わせたものである。 
Ward & Hale 6 母線系統と 73 母線配電系統を用いてシミュレーションを行い、提案する組み合
わせ手法が効率的かつ最適に配置と PQ 出力比を決定できることを示した。この手法により、配
置候補母線の適切な順位付けを行い、配置候補母線の持つ電圧安定性に対する特性を理解した上
で最適潮流計算の中で用いる変数の数を大幅に削減することができるため、系統プランナまたは
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系統オペレータの計算労力も大幅に削減することができる。 
また、負荷側に電源が存在しない配電系統に NAS 電池を設置する場合、1) 電圧安定性を向上
させるためには 1 次側よりも 2 次側に NAS 電池を設置する方が適切 2) 有効電力よりも無効電力
を多く出力することができる NAS 電池の仕様が必要 3) NAS 電池の容量を複数の母線に分散させ
るより 1 つの母線に集約させた方が電圧安定性を向上させることが可能 4) VIPI に対する NAS 電
池出力感度の順位は負荷余裕を増加させる順位および送電損失を減少させる順位とも等価 5) 配
置した NAS 電池の容量よりも大きい負荷余裕が得られるということも付随的に示された。 
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5 章 電圧変動抑制への応用 
 
 
5.1 はじめに 
 
本章では、NAS 電池の優れた運転制御機能および瞬時充放電特性を動的電圧制御に利用するこ
とにより、系統事故などによって生じる過渡的な電圧変動を安定化する手法について提案する。 
まず、電圧に対する有効電力および無効電力の感度を定期的に計算するシステムを用意し、NAS
電池の有効電力操作量および無効電力操作量の比率を事前に準備する。次に、NAS 電池が設置さ
れている母線の電圧をサンプリングするシステムを用意し、サイクル毎の電圧を計算する。もし、
2 サイクル前と 1 サイクル前との間で大幅な電圧変動が認められた場合、NAS 電池が有効電力と
無効電力とを電圧感度比率で制御することにより、効果的に電圧変動を抑制することを考える。 
系統に複数の NAS 電池が存在する場合には、互いにコンフリクト（相互干渉）を生じさせない
ように工夫を与える。コンフリクトを生じさせないようにする方法は、系統の電圧感度（グロー
バル情報）さえ事前に準備しておけば、あとは NAS 電池が接続された母線のサンプリング電圧（ロ
ーカル情報）のみで実現することができるものである。すなわち、事故中はグローバル情報では
なくローカル情報のみを用いるため、現実的な手法であると言うことができる。 
提案する手法の有効性を確認するために、本章では 3 機 9 母線系統モデル [1] を使用したシミュ
レーションを行い、コンフリクトが生じる場合も生じない場合も効果的に電圧変動を抑制できる
ことを示す。また、シミュレーションの結果より、コンフリクトに関する全般的考察も行う。 
 
 
5.2 電圧感度 
 
<5.2.1> 概要  電圧感度は、ある母線の有効電力および無効電力の変化が、ある母線の電圧
にどのような影響を与えるかについて評価するものである。数学的に表現すると、以下のような
微分形式で表される。 
電圧 Viに対する有効電力 Pjの感度 : 
j
i
P
V
∂
∂ ···············································································(5.1) 
電圧 Viに対する無効電力 Qjの感度 : 
j
i
Q
V
∂
∂ ··············································································(5.2) 
これらの電圧感度は、ある母線に接続された NAS 電池の有効電力出力および無効電力出力の変
化が、ある母線の電圧にどのような影響を与えるかについて評価するものと同等である。したが
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って、電圧感度を事前に準備しておくことにより、NAS 電池を用いた動的電圧制御に利用するこ
とができると考えられる。 
また、電圧感度の算出には反復計算を必要とせず、数回の行列計算のみで解析的に求めること
ができる。したがって、オンラインでの使用にも適用できると考えられる。 
 
<5.2.2> 計算アルゴリズム  まず、電圧の大きさベクトルを V、電圧のフェーザベクトルを
X、有効電力ベクトルを P、無効電力ベクトルを Q とすると、有効電力および無効電力の変化に
よる電圧の変化は以下のように表される。 
Q
Q
VP
P
VX
X
VV dddd ∂
∂+∂
∂+∂
∂= ············································································································(5.3) 
ただし、母線の数を n、母線 i における電圧を Vi = ei + j fiとすると、V、X、P、Q は以下のよう
になる。 
T
nnii fefefe 

 +++= 22222121 ,,,, LLV ·························································································(5.4) 
[ ]Tnnii fefefe ,,,,,,, 11 LL=X ············································································································(5.5) 
[ ]Tni PPP ,,,,1 LL=P ························································································································(5.6) 
[ ]Tni QQQ ,,,,1 LL=Q ······················································································································(5.7) 
次に、直角座標系における潮流方程式は以下のように表される。 
( ) 0QPXG =,, ··································································································································(5.8) 
ただし、直角座標系における潮流方程式の左辺 G は以下のようになる。 



−=−
=−
−=−
=−
=
指定母線
指定母線
QP
QQ
PP
VP
VV
PP
isi
isi
isi
isi
L
L
0
0
0
0
22
G ·······························································································(5.9) 
ここで、P および Q が変動した場合の X の変化量は以下のように表される。 
0Q
Q
GP
P
GX
X
GG =∂
∂+∂
∂+∂
∂= dddd ····································································································(5.10) 
∴ Q
Q
G
X
GP
P
G
X
GX ddd ∂
∂


∂
∂−∂
∂


∂
∂−=
−− 11
······················································································ (5.11) 
したがって、(9) 式を (1) 式に代入して整理すると、電圧感度は以下のようになる。 
QSPSV ddd QP += ·························································································································(5.12) 
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∵ 
P
V
P
G
X
G
X
VS ∂
∂+∂
∂


∂
∂
∂
∂−=
−1
P ·····································································································(5.13) 
∵ 
Q
V
Q
G
X
G
X
VS ∂
∂+∂
∂


∂
∂
∂
∂−=
−1
Q ·····································································································(5.14) 
ただし、電圧に対する有効電力の感度を SP、電圧に対する無効電力の感度を SQと定義する。 
(5.13) 式および (5.14) 式より、ある母線に接続された NAS 電池の有効電力出力および無効電力
出力の変化が、ある母線の電圧にどのような影響を与えるかについて、定量的かつ解析的に評価
することができる。 
 
 
5.3 提案手法 
 
<5.3.1> 概要  一般に、系統事故などによって母線の電圧が大幅に低下すると、その母線に
接続されている NAS 電池は停止するようになっている。しかし、NAS 電池の交直変換装置とし
て自励式電圧形インバータを用い、NAS 電池により適切な運転制御を行えば、系統事故による影
響を小さくすることが可能であると考えられる。 
そこで本章では、NAS 電池で定格出力より大きな電力を制御することにより、3 相地絡事故な
どによって生じる厳しい電圧変動を抑制する手法について提案する。また、系統に複数の NAS 電
池が存在する場合には、互いにコンフリクトを生じさせないように工夫を与える。 
 
<5.3.2> 制御アルゴリズム  まず、電圧感度 SPおよび SQを定期的に計算するシステムを用
意し、NAS 電池の有効電力操作量および無効電力操作量の比率を事前に準備する。次に、NAS 電
池が設置されている母線の電圧をサンプリングするシステムを用意し、サイクル毎の電圧を計算
する。もし、2 サイクル前と 1 サイクル前との間で大幅な電圧変動が認められた場合、NAS 電池
が有効電力と無効電力とを電圧感度比率で制御することにより、効果的に電圧変動を抑制するこ
とを考える。 
具体的な制御アルゴリズムは以下の通りである。 
 
1) サンプリングされた電圧から、2 サイクル前と 1 サイクル前との電圧差分ΔViを計算する。 
 
2) 電圧差分ΔVi に適切なゲイン ki（後述）を乗じ、皮相電力の操作量ΔSCiを計算する。 
iiCi VkS ∆⋅=∆ ·································································································································(5.15) 
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3) 事前に準備された電圧感度 SP および SQ を用いて、皮相電力の操作量ΔSCi から有効電力の操
作量ΔPCiと無効電力の操作量ΔQCiを決定する。ただし、複数の NAS 電池の間でコンフリク
トを防ぐため、∂Vi /∂Pjおよび∂Vi /∂Qjという他の NAS 電池からの影響も考慮し、SRj / SRi
という他の NAS 電池との容量比に依存した重み付けも行う。ここで、NAS 電池の数を N とす
る。 
∑
=

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






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

∂
∂+



∂
∂
∂
∂
⋅⋅∆=∆
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j
j
i
j
i
j
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Q
V
P
V
P
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S
S
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1 22
························································································(5.16) 
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∂
∂
∂
∂
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j
j
i
j
i
j
i
Ri
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CiCi
Q
V
P
V
Q
V
S
S
SQ
1 22
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4) 定格出力（PRi , QRi）と操作量（ΔPCi , ΔQCi）とを加えたものが定格出力の 2 倍（2SRi）を上
回るならば、適切な乗数 ri（0＜ri＜1）を計算して操作量を修正する。ただし riは、(PRi + riΔ
PCi)2 + (QRi + riΔQCi)2 = (2SRi)2、および、0＜ri＜1 を満足する操作量の修正乗数である。 
CiiCi PrP ∆⋅⇒∆ ···························································································································(5.18) 
CiiCi QrQ ∆⋅⇒∆ ·························································································································(5.19) 
 
5) 実際に、定格出力（PRi , QRi）と操作量（ΔPCi , ΔQCi）とを加え、NAS 電池の出力（PNi , QNi）
を決定する。 
CiRiNi PPP ∆+= ······························································································································· (5.20) 
CiRiNi QQQ ∆+= ······························································································································(5.21) 
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5.4 シミュレーション 
 
<5.4.1> シミュレーションの概要  提案手法による動的電圧制御の有効性を確認するため
に、図 5.1 に示す 3 機 9 母線系統モデル [1] を用いてシミュレーションを行う。系統データについ
ては、付録 D を参照されたい。なお、本章では重負荷系統を想定するため、オリジナル系統の負
荷を 15 % 増加させたものを使用する。発電機データを表 5.1 に示す。 
 
G2 G3
G1
L1
7
2 8
9
3
4
1
5 6
L2
L3
 
図 5.1 3 機 9 母線系統モデル 
 
表 5.1 発電機データ 
発電機 Xd' [pu] M [pu] D [pu] PG [pu] VG [pu] 
G1 0.3240 100 2 - 1.0400 
G2 0.2320 18 2 1.8745 1.0250 
G3 0.1740 12 2 0.9775 1.0250 
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本章では、線路 5-7 の母線 5 至近において 1 回線 3 相地絡事故が生じ、その 70 ms 後に 1 回線
開放、さらにその 1 s 後に再閉路するケースを想定する。 
 
<5.4.2> コンフリクトが生じない場合  複数の NAS 電池の間でコンフリクトが生じないケ
ースとして、NAS 電池が母線 5 および母線 6 に設置されている状況を取り上げる。 
事故前において、母線 5の NAS電池は PR = 0.1 pu、QR = 0.0 pu、母線 6の NAS電池はPR = 0.2 pu、
QR = 0.0 pu で定格運転されており、事前に計算された電圧感度は以下の表 5.2 の通りであった。 
 
表 5.2 母線 5 および母線 6 における電圧感度 
母線 5 
∂V5 /∂P5 
= 0.0548 
∂V5 /∂P6 
= 0.0293 
∂V5 /∂Q5 
= 0.4279 
∂V5 /∂Q6 
= 0.3241 
母線 6 
∂V6 /∂P5 
= 0.0372 
∂V6 /∂P6 
= 0.0469 
∂V6 /∂Q5 
= 0.3315 
∂V6 /∂Q6 
= 0.3821 
 
表 5.2 より、各母線における電圧感度の正負が等しいため、2 つの NAS 電池の間でコンフリク
トは生じないものと考えられる。 
事故後において、制御可能な NAS 電池の出力は、母線 5 が 0.2 pu まで、母線 6 が 0.4 pu まで（定
格出力の 2 倍）と設定し、電圧差分から皮相電力の操作量を計算するゲインは、母線 5 が k = 20、
母線 6 が k = 40 と設定する。これらのゲインは、1 s 間で 1 pu の電圧降下があった場合、NAS 電
池が定格出力の 2 倍の電力を放電することを意味する。また、本シミュレーションでは、NAS 電
池の制御遅れを 50 msec と仮定する。 
まず、NAS 電池による制御を行った場合と行わなかった場合との比較を行い、母線 5 および母
線 6 における電圧変動を、それぞれ図 5.2 および図 5.3 に示す。 
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図 5.2 母線 5 における電圧変動 
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図 5.3 母線 6 における電圧変動 
 
次に、電圧変動を抑制するために行われた、母線 5 における NAS 電池の制御を図 5.4 に、母線
6 における NAS 電池の制御を図 5.5 に示す。 
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(a) 協調なし                 (b) 協調あり 
図 5.4 母線 5 における NAS 電池の制御 
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(a) 協調なし                 (b) 協調あり 
図 5.5 母線 6 における NAS 電池の制御 
 
<5.4.3> コンフリクトが生じる場合  複数の NAS 電池の間でコンフリクトが生じるケース
として、NAS 電池が母線 5 および母線 8 に設置されている状況を取り上げる。 
事故前において、母線 5の NAS電池は PR = 0.1 pu、QR = 0.0 pu、母線 8の NAS電池はPR = 0.2 pu、
QR = 0.0 pu で定格運転されており、事前に計算された電圧感度は以下の表 5.3 の通りであった。 
 
表 5.3 母線 5 および母線 8 における電圧感度 
母線 5 
∂V5 /∂P5 
= 0.0666 
∂V5 /∂P8 
= -0.0718 
∂V5 /∂Q5 
= 0.5736 
∂V5 /∂Q8 
= 0.8210 
母線 8 
∂V8 /∂P5 
= 0.0824 
∂V8 /∂P8 
= -0.0746 
∂V8 /∂Q5 
= 0.7504 
∂V8 /∂Q8 
= 1.3310 
 
表 5.3 より、各母線における有効電力の電圧感度の正負が異なるため、2 つの NAS 電池の間で
コンフリクトが生じるものと考えられる。 
事故後において、制御可能な NAS 電池の出力は、母線 5 が 0.2 pu まで、母線 8 が 0.4 pu まで（定
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格出力の 2 倍）と設定し、電圧差分から皮相電力の操作量を計算するゲインは、母線 5 が k = 20、
母線 8 が k = 40 と設定する。また、本シミュレーションでは、NAS 電池の制御遅れを 50 msec と
仮定する。 
まず、NAS 電池による制御を行った場合と行わなかった場合との比較を行い、母線 5 および母
線 8 における電圧変動を、それぞれ図 5.6 および図 5.7 に示す。 
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図 5.6 母線 5 における電圧変動 
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図 5.7 母線 8 における電圧変動 
 
次に、電圧変動を抑制するために行われた、母線 5 における NAS 電池の制御を図 5.8 に、母線
8 における NAS 電池の制御を図 5.9 に示す。 
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(a) 協調なし                 (b) 協調あり 
図 5.8 母線 5 における NAS 電池の制御 
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(a) 協調なし                 (b) 協調あり 
図 5.9 母線 8 における NAS 電池の制御 
 
<5.4.4> コンフリクトに関する全般的考察  <5.4.2> および <5.4.3> の結果より、コンフリク
トが生じる場合も生じない場合も、効果的に電圧変動を抑制できることが示された。 
一般的に、有効電力の電圧感度より無効電力の電圧感度の方が大きいため、有効電力よりも無
効電力を多く出力した方が電圧変動を抑制できることが分かる。現在開発されている NAS 電池の
大部分は力率 1.0 で運用されており、無効電力を出力することができるとしても有効電力の数 % 
程度である。したがって、有効電力出力と無効電力出力を調整する交直変換装置に対して、仕様
の変更が必要であると考えられる。 
複数の NAS 電池が存在することによる影響は、距離が近いほど（線路インピーダンスが小さい
ほど）大きくなる。実際に、NAS 電池を母線 5 と母線 6 に設置し、NAS 電池の間の距離が比較的
遠い <5.4.2> のケースより、NAS 電池を母線 5 と母線 8 に設置し、NAS 電池の間の距離が比較的
近い <5.4.3> のケースの方が、協調制御を行わないと電圧変動が収束し難くなっている。 
コンフリクトによる影響は、NAS 電池の間の距離（線路インピーダンス）だけでなく、電圧感
度の正負にも依存する。前述のように、ある同一の母線の電圧に対して、NAS 電池の電圧感度の
正負が互いに異なる場合、電圧変動を抑制するために相反する制御を行ってしまう可能性がある
ため、注意を払う必要があると考えられる。 
 
 
5.5 まとめ 
 
本章では、NAS 電池の優れた運転制御機能および瞬時充放電特性を利用することにより、系統
事故などによって生じる過渡的な電圧変動を安定化する手法について提案した。 
提案手法は、電圧に対する有効電力および無効電力の感度を事前に計算し、サンプリングされ
た母線電圧から NAS 電池の操作量を決定するものである。また、系統に複数の NAS 電池が存在
する場合には、互いにコンフリクトを生じさせないように工夫を与えた。系統の電圧感度（グロ
ーバル情報）さえ事前に準備しておけば、あとは NAS 電池が接続された母線のサンプリング電圧
（ローカル情報）のみでコンフリクトを生じさせないようにすることができるため、現実的な手
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法であると言うことができる。 
提案手法による動的電圧制御の有効性を確認するために、3 機 9 母線系統モデルを用いてシミ
ュレーションを行った。コンフリクトが生じる場合も生じない場合も効果的に電圧変動を抑制で
きることを示した。 
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6 章 線路過負荷解消への応用 
 
 
6.1 はじめに 
 
NAS 電池システムのように有効電力と無効電力を柔軟に制御できる機器は、SVC（Static Var 
Compensator : 静止型無効電力補償装置）や STATCOM（STATic synchronous COMpensator : 自励式
無効電力補償装置）のように無効電力のみを高速に制御できる機器に比べて、幅広い様々な制御
を実現することができると考えられる。諸外国においても、このような有効電力と無効電力の制
御特性が注目され、ルート断のような厳しい事故が生じた場合のバックアップ機器や瞬時電圧低
下の対策機器として、NAS 電池システムを設置することが考えられてきている [1] 。 
そこで本章では、NAS 電池システムの優れた運転制御機能および瞬時放電特性に着目し、系統
事故などによって生じる線路過負荷を NAS 電池システムにより抑制することを考え、そのために
必要な設置計画と運転制御を決定する手法について提案する。なお、本章で想定する系統事故は、
送電線 n - 1 基準とする。また、本章で提案する手法は、立地条件などにより送電線を増強するこ
とができない場合、送電線を増強するよりも NAS 電池システムを設置した方がコスト安である場
合、放射状系統のように発電機出力振替では対応することが難しい場合などにも有効である。 
まず、設置計画の段階において、線路過負荷を抑制するためには、どこにどれだけ（最小限）
の NAS 電池システムを配置して、どのくらいの発電機出力を減少させればよいのかについて、最
適潮流計算を実行することにより検討する。次に、運転制御の段階において、系統事故が生じた
ときには、どのように NAS 電池システムの動的制御を行えばよいのかについて、過渡安定度計算
を実行することにより検討する。 
提案手法の有効性を確認するために、本章では電気学会 1 機 V 系統モデル [2][3] を用いてシミュ
レーションを行う。そして、シミュレーションにより決定された NAS 電池システムの最適配置お
よび最適容量により、線路過負荷現象が効果的に抑制されることを示す。 
 
 
6.2 提案手法 
 
<6.2.1> 提案手法の概要  本章では、高出力型 NAS 電池システムの優れた制御性能に着目
し、系統事故などによって生じる線路過負荷を NAS 電池システムにより抑制することを考え、そ
のために必要な設置計画と運転制御を決定する手法について提案する。 
一般的に、送電線 n - 1 基準の線路過負荷を抑制するためには、送電線を増強したり、ループ系
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統においては発電機出力を振り替えたりして対処する。しかし、立地条件などにより送電線を増
強することができない場合や、放射状系統のように発電機出力振替では対応することが難しい場
合も考えられる。本提案手法はループ系統や放射状系統といった系統構成に依存することなく適
用することができるが、発電機出力振替では対応することが難しい状況において NAS 電池システ
ムを利用することの有用性を例証するために、本章では放射状系統を想定したシミュレーション
を行うことにする。 
まず、設置計画の段階では、線路過負荷抑制の対象となる想定事故を特定し、その事故に対す
る NAS 電池システムの最適配置と最適容量、および、発電機出力の減少量を決定する。すなわち、
線路過負荷を抑制するためには、どこにどれだけ（最小限）の NAS 電池システムを配置して、ど
のくらいの発電機出力を減少させればよいのかについて検討する。このような計画問題を扱う場
合、様々な時間断面における検討が必要であると考えられる。しかし、実際には最も厳しい線路
過負荷が生じると考えられる時季・時間を考慮すればよいと考えられるため、本章ではそのよう
な夏季・昼間の需要ピーク時間断面における計画を行うことにする。 
次に、運転制御の段階では、NAS 電池システムの制御内容を決定する。すなわち、系統事故が
生じたときには、どのように NAS 電池システムの動的制御を行えばよいのかについて検討する。 
提案する NAS 電池システムの設置計画および運転制御は、NAS 電池システムの優れた運転制
御機能および瞬時放電特性に基づいている。NAS 電池システムは、有効電力出力と無効電力出力
を瞬時かつ独立に制御することが可能であり、交直変換装置の仕様が適切であれば定格出力の 2 
～ 5 倍程度の電力を瞬時に放電することも可能である。つまり、計画時に求まった容量の 1 / 2 ～ 1 
/ 5 倍程度を定格容量とする NAS 電池システムを設置し、系統事故に備えて待機する。そして、系
統事故が生じた運用時に定格出力の 2 ～ 5 倍程度の電力を放電すれば、線路過負荷を効果的に抑
制することができる。ただし、NAS 電池には温度による出力限界が存在するため、定格出力の 2
倍ならば 1 時間 30 分程度、3 倍ならば 30 分程度、4 倍ならば 15 分程度、5 倍ならば 7 分程度の
放電可能時間に限られる。また、提案する動的制御を実現するためには、NAS 電池は満充電で待
機状態となっている必要がある。 
本章では、計画時に求まった容量の 1 / 4 倍を定格容量とする NAS 電池システムを設置し、系統
事故が生じた運用時に定格出力の 4 倍の電力を放電し、15 分程度の線路過負荷を抑制することを
目的とする。 
 
<6.2.2> 設置計画の手法  本章では、全ての NAS 電池システム容量および全ての発電機出
力減少量を変数とし、NAS 電池システム容量を最小化することを目的とした最適潮流計算を解く
ことを提案する。この定式化では、複数の NAS 電池システムおよび複数の発電機により線路過負
荷を抑制することも考慮されている。また、母線 i における電圧を Vi = ei + j fiと直角座標系で表す
ことにする。 
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1) 目的関数（NAS 電池システム容量の最小化） 
 
∑∑
==
+== NASNAS
n
i
iNASiNAS
n
i
iNAS QPSF
1
22
1
·········································································································(6.1) 
 
SNAS i：NAS 電池システム i の容量 
PNAS i：NAS 電池システム i の有効電力出力 
QNAS i：NAS 電池システム i の無効電力出力 
nNAS：NAS 電池システムの配置候補母線数 
 
2) 等式制約条件（直角座標系における潮流方程式） 
 
・発電機母線 
iiDECsi PPP =− ··································································································································(6.2) 
・負荷母線 
iiNASsi PPP =+ ···································································································································(6.3) 
iiNASsi QQQ =+ ·································································································································(6.4) 
・全母線共通 
( )∑
=
++−=
n
j
ijijijijjiijijiji ffGfeBfeBeeGP
1
····························································································(6.5) 
( )∑
=
−+−−=
n
j
ijijijijjiijijiji ffBfeGfeGeeBQ
1
·························································································(6.6) 
 
PDEC i：発電機 i の有効電力出力減少量 
Psi：母線 i における有効電力指定値 
Pi：母線 i における有効電力 
Qsi：母線 i における無効電力指定値 
Qi：母線 i における無効電力 
Gij：母線アドミタンス行列 ij 要素の実部 
Bij：母線アドミタンス行列 ij 要素の虚部 
n：系統の母線数 
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3) 不等式制約条件（系統運用条件） 
 
・線路容量制約 
ii PFPF max≤ ·····································································································································(6.7) 
・母線電圧制約 
iii VVV maxmin ≤≤ ····························································································································(6.8) 
 
PFi：送電線 i における有効電力潮流 
PFmax i：送電線 i における線路容量 
| Vi |：母線 i における電圧の大きさ 
| Vmin i |：母線 i における電圧の下限値 
| Vmax i |：母線 i における電圧の上限値 
 
以上のような最適潮流計算を解くことは、NAS 電池システム容量を最小化すると同時に、発電
機出力減少量を最小化することにもなる。すなわち、最も少ない NAS 電池システム容量と発電機
出力減少量で線路過負荷を抑制することができる。 
 
<6.2.3> 運転制御の手法  2 回線送電線のうち 1 回線が開放された場合、母線電圧や線路潮
流に一時的な動揺が生じたり、もう 1 回線での線路過負荷が生じたりするものの、負荷への電力
供給は断たれない。したがって、送電線の短時間容量を逸脱しない範囲（時間内）で、徐々に線
路過負荷を解消すればよいことになる。そこで本章では、「電圧変動の抑制」と「線路過負荷の解
消」という 2 つの機能を持った運転制御を考え、2 つのステップから成る運転制御の手法を提案
する。このような 2 段階の制御を採用することにより、過渡状態の系統動揺を抑制しつつ、最終
的には線路過負荷も解消することができる。 
まず、設置計画で決定された NAS 電池システムの容量 SNAS i、有効電力出力 PNAS i、無効電力出
力 QNAS iから、NAS 電池システムの有効電力操作量 POUT iおよび無効電力操作量 QOUT i の比率を事
前に準備する。次に、NAS 電池システムが設置されている母線の電圧をサンプリングするシステ
ムを用意し、サイクル毎の電圧を計算する。もし、変電所に設置されている遮断器が動作した場
合、線路過負荷が発生するものとして、以下の 2 つのステップから成る制御を NAS 電池システム
により実行する。 
ステップ 1 では、系統動揺が継続する 0 秒 ～ 30 秒程度を目安に、NAS 電池システムが有効電
力と無効電力を計画段階で事前に準備された比率で 4 倍出力制御することにより、電圧変動を効
果的に抑制することを考える。母線の電圧変動は発電機の有効電力出力変動と大きな関係がある
ため、電圧変動を抑制することは有効電力出力変動を抑制することにもつながる。したがって、
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これにより過渡状態における系統の動揺を間接的に抑えることができると考えられる。具体的に
は、以下のような動的制御アルゴリズムを実行することを提案する。 
 
1) サンプリングされた電圧 Viから、基準電圧（事故前の電圧）VREF i との電圧差分ΔViを計算す
る。 
iiREFi VVV −=∆ ·································································································································(6.9) 
2) 電圧差分ΔVi に適切なゲイン ki（シミュレーションにて説明）を乗じ、皮相電力操作量 SOUT i
を計算する。ただし、皮相電力操作量 SOUT iが NAS 電池システム容量 SNAS iの値を超えた場合
には、リミッターの機能により SOUT iを SNAS iまで制限する。 
iiiOUT VkS ∆⋅=  ただし iNASiOUT SS ≤ ·······················································································(6.10) 
3) 設置計画段階で事前に準備された比率を用いて、皮相電力操作量 SOUT i から有効電力操作量
POUT i と無効電力操作量 QOUT i を決定する。 
iOUT
iNAS
iNAS
iOUT SS
P
P = ·························································································································· (6.11) 
iOUT
iNAS
iNAS
iOUT SS
Q
Q = ·························································································································(6.12) 
 
ステップ 2 では、系統動揺が落ち着いた後の 30 秒 ～ 15 分程度を目安に、NAS 電池システムが
計画段階で決定された 4 倍出力を放電することにより、徐々に線路過負荷を抑制することを考え
る。具体的には、発電機の出力変化率上限値を考慮して NAS 電池システムの出力増加率 lPi（MW 
/ 分）と lQi（MVar / 分）を決定し、NAS 電池システムの出力を直線的に増加させることを提案す
る。lPiと lQiの値は、計画段階で求めた PNAS i（MW）と QNAS i（MVar）、および、4 倍出力に到達す
るまでの時間（分）により計算される。 
ステップ 1 からステップ 2 への移行判定基準は、系統運用者に委ねてもよいが、系統動揺が落
ち着けばステップ 1 からステップ 2 へと移ることが望ましいため、例えば遮断器が動作してから
30 秒後というように、ある特定の時刻を決めて移行すればよい。 
また、系統に複数の NAS 電池システムや発電機が存在する場合にも、同様に提案手法を適用す
ることができる。ステップ 1 では、NAS 電池システムが設置されている各母線において、電圧差
分と皮相電力操作量の関係を与えるゲイン kiを決定する。ステップ 2 では、NAS 電池システムの
出力変化に追従する全発電機の出力変化率上限値を考慮して、それぞれの NAS 電池システムの出
力増加率 lPiと lQiを計算する。このように、各 NAS 電池システム設置母線においてゲインと出力
増加率を用意すれば、複数の NAS 電池システムおよび発電機の運転制御を決定することができる。 
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6.3 シミュレーション 
 
<6.3.1> シミュレーションの概要  提案手法の有効性を確認するために、図 6.1 に示す電気
学会 1 機 V 系統モデル [2][3] を使用してシミュレーションを行う。系統データについては、付録 A
を参照されたい。ただし、本章では系統容量をオリジナル系統の 1 / 10 に変更し、発電機出力と負
荷需要も併せて 1 / 10 に変更した。 
 
990 910
110 210 310
311211111
<990>
<110> <210> <310>
<111> <211> <311>
: Bus Number    <  > : Line Number
 
図 6.1 電気学会 1 機 V 系統モデル 
 
発電機 990 の出力が約 270 MW、母線 111, 211, 311 の需要がそれぞれ 90 MW、送電線 <110> の
1 回線容量が 170 MW である。したがって、送電線 <110> の 2 回線中 1 回線開放という想定事故
が生じると、送電線 <110> において 100 MW 程度の線路過負荷が生じることが分かっているので、
この想定事故を対象として設置計画と運転制御を行う。 
NAS 電池システムの配置候補母線は、全ての負荷母線（母線 111, 211, 311）とする。線路容量
（2 回線）は、送電線 <110> が 340 MW、送電線 <210> および <310> が 220 MW である。母線電
圧上下限値は、全母線において | Vmax i | = 1.045 pu, | Vmin i | = 0.970 pu とした。 
 
<6.3.2> 設置計画段階の検証  NAS 電池システム容量および発電機出力減少量を変数とし、
(6.1) 式から (6.8) 式までの最適潮流計算を解いた結果を表 6.1 に示す。 
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表 6.1 最適潮流計算結果 
 
(a) NAS 電池システムの最適配置および最適容量 
配置候補母線 PNAS i [MW] QNAS i [MVar] SNAS i [MVA] 
111 0.00 0.00 0.00 
211 101.23 -0.58 101.23 
311 0.00 0.00 0.00 
 
(b) 発電機の出力減少量 
発電機 PDEC i [MW] 
990 102.40 
 
表 6.1 より、NAS 電池システムを母線 211 に 101.23 MVA 配置し、発電機 990 の出力を 102.40 MW
減少させればよいことが分かる。また、このときの NAS 電池システムの有効電力出力は 101.23 
MW であり、無効電力出力は -0.58 MVar である。つまり、有効電力出力は放電方向、無効電力出
力は充電方向に動作させた方がよいことが示されている。 
全母線の NAS 電池システム容量を最適潮流計算の変数としたが、母線 211 以外の NAS 電池シ
ステム容量は全て 0 となった。送電線 <110> を 2 回線中 1 回線開放したとき、発電機 990 の出力
を減少させればよいことは自明な解であるが、NAS 電池システム容量を全て母線 211 に集中させ
た方がよいことは注目すべき点であると言える。すなわち、本シミュレーションの場合、NAS 電
池システム容量を分散させるよりも集中させた方が、より小さな容量で線路過負荷を抑制できる
ことが示されている。ここで、NAS 電池システムを設置する前後での系統状態変化を表 6.2 に示
す。 
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表 6.2 NAS 電池システム設置前後での系統状態変化 
 
(a) 各母線における電圧 
母線 電圧の大きさ [pu] 電圧の位相角 [deg] 
990 1.015 → 0.971 0.00 → 0.00 
910 1.034 → 0.990 -0.68 → -0.46 
110 1.025 → 0.995 -5.30 → -6.71 
111 1.044 → 1.012 -9.13 → -10.78 
210 1.019 → 1.020 -17.91 → -12.41 
211 1.042 → 1.045 -21.75 → -11.93 
310 1.013 → 1.013 -24.23 → -18.71 
311 1.042 → 1.042 -28.07 → -22.55 
 
(b) 各線路における潮流 
線路 有効電力潮流 [MW] 無効電力潮流 [MVar] 
990 → 910 272.40 → 170.00 27.89 → -5.47 
910 → 110 272.40 → 170.00 24.63 → -9.84 
110 → 111 90.00 → 90.00 22.24 → 23.05 
110 → 210 181.67 → 79.38 -6.82 → -42.47 
210 → 211 90.00 → -11.23 22.29 → 16.82 
210 → 310 90.33 → 90.33 -18.10 → -18.21 
310 → 311 90.00 → 90.00 22.30 → 22.28 
 
なお、本シミュレーションでは単純・小規模なモデル系統を使用しているが、提案手法は最適
潮流計算による定式化を行っているため、複雑・大規模なモデル系統においても NAS 電池システ
ムの最適配置と最適容量を一意的に決定することができる。 
 
<6.3.3> 運転制御段階の検証  設置計画段階の検証により、NAS 電池システムの最適配置は
母線 211 であり、最適容量は 101.23 MVA であると求めることができた。そこで、実際にはその 1 
/ 4 倍の容量である 25.31 MVA を配置することにする。そして、通常時は満充電で待機し、系統事
故が生じたときに定格出力の 4 倍の電力を放電すれば、線路過負荷を 15 分程度抑制することがで
きる。 
系統事故シーケンスとしては、シミュレーション開始後、時刻 1.00 sec で送電線 <110> の母線
910 至近で 3 相地絡事故発生、時刻 1.07 sec で送電線 <110> の 2 回線中 1 回線開放を考える。また、
過渡安定度シミュレーションには、電力中央研究所の Y 法を使用し、AVR モデルは LAT = 1、調
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速機モデルは LPT = 1、負荷特性は NLT = 2 としている。 
本シミュレーションでは、電圧差分 0.30 pu に対して皮相電力操作量 101.23 MVA を得るように
ゲイン k は 101.23 / 0.30 ≒ 337.45 MVA / pu と設定し、NAS 電池システムの制御遅れは 50 msec と
仮定した。なお、ステップ 1 からステップ 2 への移行は遮断器が動作してから 30 秒後とする。 
まず、ステップ 1 として、0 秒 ～ 30 秒（シミュレーションでは 15 秒まで）における検証を行
う。NAS 電池システムを配置する前と配置した後で、母線 211 の電圧変動および送電線 <110> の
線路潮流変動を比較する。その結果をそれぞれ図 6.2 および図 6.3 に示す。 
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図 6.2 母線 211 における電圧変動の比較 
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図 6.3 送電線 <110> における線路潮流変動の比較 
 
図 6.2 および図 6.3 より、NAS 電池システムを配置した後は、電圧変動および線路潮流変動が
効果的に抑制されていることが分かる。また、電圧変動の収束値も基準電圧（事故前の電圧）近
くまで回復していることが示されている。しかし、送電線 <110> における線路潮流は 1 回線容量
を超えたままであり、引き続き線路過負荷の抑制を行う必要性があることも示されている。 
このときの電圧変動を抑制するために制御された NAS 電池システムの出力を図 6.4 に示す。な
お、皮相電力出力と有効電力出力の波形はほぼ重なっており、無効電力出力の波形はごく小さな
ものとなっている。 
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図 6.4 NAS 電池システムの出力 
 
次に、ステップ 2 として、30 秒 ～ 15 分（シミュレーションでは 10 分まで）における検証を行
う。ここで、発電機 990 の出力変化率上限値を 5 % / 分と仮定すると、定格出力は 270 MW である
から、設置計画段階で決定された発電機出力の減少量 102.40 MW を減少させるのに約 7 分 35 秒
の時間を要することが分かる。したがって、NAS 電池システムは 8 分かけて（t = 30 sec から t = 510 
sec にかけて）4 倍出力を放電し、徐々に線路過負荷を抑制することにする。すなわち、NAS 電池
システムの出力増加率は、この場合 lP = 101.23 / 8 ≒ 12.65 MW / 分、lQ = -0.58 / 8 ≒ -0.07 MVar / 分
となる。ここで、母線 211 の電圧変動を図 6.5 に、送電線 <110> の線路潮流変動を図 6.6 にそれぞ
れ示す。 
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図 6.5 母線 211 における電圧変動 
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図 6.6 送電線 <110> における線路潮流変動 
 
図 6.5 および図 6.6 より、NAS 電池の出力を直線的に増加させることによって、母線電圧を維
持しつつ、線路潮流を 1 回線容量まで減少させていることが分かる。また、図 6.5 および図 6.6 の
左側に見ることができる短時間の動揺は、図 6.2 および図 6.3 に示した過渡状態の動揺に対応して
いる。 
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このときの線路過負荷を抑制するために制御された NAS 電池システムの出力を図 6.7 に示す。
図 6.4 と同様に、皮相電力出力と有効電力出力の波形はほぼ重なっており、無効電力出力の波形
はごく小さなものとなっている。また、図 6.7 の左側に見ることができる短時間の変動は、図 6.4
に示した過渡状態の変動に対応している。 
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図 6.7 NAS 電池システムの出力 
 
以上のシミュレーションより、計画時に決定された NAS 電池システムの最適配置および最適容
量により、線路過負荷現象が効果的に抑制されることが示された。また、運用時に 2 段階の制御
を導入することによって、過渡状態での系統動揺を抑制しつつ、最終的には線路過負荷も解消す
ることができることも示された。 
 
 
6.4 まとめ 
 
従来、電力系統における電圧制御に対しては SVCや STATCOMなどの導入が検討されてきたが、
これらは主に無効電力を制御するものであった。しかし、有効電力と無効電力を瞬時かつ独立に
制御することが可能な電力貯蔵装置の登場により、電力系統において多目的で多種多様な制御を
可能にすることが期待される。 
特に、NAS 電池システムは優れた運転制御機能および瞬時放電特性を持ち、例えば、定格出力
の 4倍程度の電力ならば瞬時に 15分程度放電することができる。著者らはこれらの性能に着目し、
系統事故などによって生じる線路過負荷を NAS 電池システムにより抑制することを考え、そのた
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めに必要な設置計画と運転制御を決定する手法について提案した。 
提案手法の有効性を確認するために、本章では電気学会 1 機 V 系統モデルを用いてシミュレー
ションを行った。そして、設置計画段階で決定された NAS 電池システムの最適配置と最適容量に
より、運転制御段階で線路過負荷現象が効果的に抑制されることを示した。 
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7 章 結論 
 
 
近年、我が国における電力需要はますます増加、都市集中化の傾向にあり、大容量電源の遠隔
化・偏在化に伴う設備利用率の低下、昼間・夜間あるいは夏季・冬季の電力需要格差に伴う負荷
率の低下が問題となっている。一方、化石燃料の使用に伴う枯渇問題・環境問題に社会的関心が
集まり、これらの対策も重要な課題である。そこで、設備の有効利用、負荷率の改善を目指して、
環境特性に優れた電力貯蔵装置を電力需要地付近の配電用変電所に分散配置することが考えられ
ている。 
電力貯蔵装置の機能を実現するものとして、電力貯蔵用電池、SMES（超電導電力貯蔵装置）、
フライホイール装置、圧縮空気貯蔵装置などが挙げられる。これらはそれぞれ、電気を化学エネ
ルギー、磁気エネルギー、運動エネルギー、圧力エネルギーに変換して蓄えるものである。これ
らの中で、現時点において技術的完成度が高く、都市部近郊への分散配置が容易であることなど、
最も実用性の高いものが電力貯蔵用電池である。特に、NAS（NAtrium Sulfur : ナトリウム硫黄）
電池は、エネルギー密度およびエネルギー効率が高く、電解質として固体電解質を用いているた
め自己放電がほとんどないという特徴から、電力貯蔵用電池として積極的に研究・開発が進んで
いる。また、NAS 電池システムは、有効電力出力と無効電力出力を瞬時かつ独立に制御すること
が可能であり、交直変換装置の仕様が適切であれば定格出力の 2 ～ 5 倍程度の電力を瞬時に放電
することも可能である。 
そこで本論文では、電力貯蔵装置の 1 つである NAS 電池に対して、「電力の貯蔵」という役割
を果たさせるだけでなく「電力系統の制御」という機能を持たせることを検討し、その応用方法
について提案した。現在の電力系統において、SVC（Static Var Compensator : 静止型無効電力補償
装置）や STATCOM（STATic synchronous COMpensator : 自励式無効電力補償装置）といった「無
効電力」を高速に制御できる機器は既に導入されているが、「有効電力」と「無効電力」を同時に
制御できる機器は今のところ実用化されていない。このような背景のもと、有効電力と無効電力
の両方を高速かつ柔軟に取り扱うことができ、定格出力の 2 ～ 5 倍程度の電力を瞬時に放電する
こともできる NAS 電池の登場により、将来の電力系統において多種多様な系統制御が実現される
と予想され、今までの電力系統にはない新たな制御体系が確立されると期待される。諸外国にお
いても、このような有効電力と無効電力の優れた制御特性が注目され、ルート断のような厳しい
事故が生じた場合のバックアップ機器や、瞬時電圧低下の対策機器として、NAS 電池を設置する
ことが考えられてきている。以下、本論文で得られた結論を各章ごとに示す。 
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1 章 序論 
・電力系統の現状を述べ、特に電力系統の構成と特徴について触れた。 
・世界各国で進展する電力自由化について述べ、そのような時代における分散電源と電力貯蔵装
置の重要な役割について記した。 
・各章の概要について記述した。 
 
2 章 NAS 電池 
・NAS 電池の動作原理と特徴を述べた。 
・NAS 電池の利点として、1) 変電所や需要地の狭いスペースにコンパクトな設置が可能であり、
鉛蓄電池の約 3 倍の高エネルギー密度を持つ、2) 高充放電効率でかつ自己放電がほとんどない
ため、効率的に電気を貯蔵することができる、3) 2,250 回以上の充放電が可能であり、15 年以
上という優れた長期耐久性を持つ、4) 排ガスや騒音などが皆無であり、優れた環境特性を保有
している、5) 駆動部分がないため、メンテナンス性やハンドリング性が良好である、6) 完全密
閉型構造の電池であるため、安全性が高く、取扱上での保守が不要となる、7) 活物質が液状で
あるため、活物質による寿命制限がない、8) 高効率放電時の容量減少が極めて少ない、9) 主要
構成部品が無機材料であるため、耐久性に優れている、10) 外部配管、ポンプ、バルブなどの
付帯設備が不要である、11) 短期間での設置が可能であることなどを挙げた。 
・NAS 電池の欠点として、1) 高温動作型であり、保温・温度制御機構が必要である、2) β･アル
ミナの工業的生産が困難で、化学的安定性にも問題があることなどを挙げた。 
・NAS 電池のシステム構成と運転制御機能について述べ、特に高出力型 NAS 電池の出力倍率お
よび放電可能時間の関係を示した。高出力型 NAS 電池により、多種多様な負荷パターンを持つ
需要家や、瞬時電圧低下や停電も許されないような需要家にも柔軟に対応することが可能とな
る。 
・実際に試験・運用されている NAS 電池システムの例を挙げ、変電所設置用と需要家設置用の 2
つに分類してまとめた。近年は、負荷平準化機能だけでなく、瞬低対策や UPS の機能を兼ね備
えた導入事例が増えてきている。 
・他の競合電池として、亜鉛臭素電池、亜鉛塩素電池、レドックスフロー電池、改良鉛電池、リ
チウムイオン電池を取り上げ、これらと NAS 電池の比較を行った。 
 
3 章 既存 VQC システムとの協調制御 
ここでは、NAS 電池システムを地域供給系統における電圧無効電力制御（VQC）へ利用するこ
とを検討し、新規導入の NAS 電池システムと既存の VQC システムの協調制御手法について提案
した。以下に、本章のまとめを示す。 
・2 段階から成る最適潮流計算を解くことにより NAS 電池システムと既存 VQC システムの制御
パターンを決定し、地域供給系統における母線電圧と電圧安定性の維持を図る手法について提
案した。 
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・NAS 電池システムの力率を 1.0 から 0.8 までの範囲で制御することにより、NAS 電池システム
が調相設備の役割を果たし、既存の電力用コンデンサおよび分路リアクトルの投入量が大幅に
削減されていることが分かった。 
・有効電力と無効電力を総合的に制御することにより、負荷平準化と電圧・無効電力制御という
2 つの用途に NAS 電池システムを利用できることを確認した。 
・NAS 電池システムを設置することにより負荷余裕量が増加し、電圧安定性が向上することが示
された。また、本章のシミュレーションでは、NAS 電池システムの設置容量よりも、負荷余裕
量の増加分の方が大きくなった。 
・例題系統によるシミュレーションを行った結果、決定された制御パターンは NAS 電池システム
を導入した配電用変電所に設置されている VQC システムの制御手法やタイムスケジュール手
法に有用な指針を与え、配電用変電所に設置される調相設備容量の削減が可能となることを確
認した。 
 
4 章 電圧安定性向上への応用 
ここでは、NAS 電池を配電系統の電圧安定性を向上するために利用することを考え、NAS 電池
の最適配置および最適 PQ（有効・無効電力）出力比を決定する手法について提案した。以下に、
本章のまとめを示す。 
・まず、母線電圧安定性指標 d VIPI / d PLおよび d VIPI / d QLを用いた感度手法により配置候補母線
の順位付けを行い、次に、全系電圧安定性指標を VIPI 用いた最適潮流計算手法により最適配置
および最適 PQ 出力比を決定する手法について提案した。 
・感度手法により求まった電圧安定性指標の順位と最適潮流計算手法により求まったVIPIの順位
が一致し、その感度比と出力比も非常に近い値となることが分かった。すなわち、複数回の最
適潮流計算手法を行わなくても 1 回の感度計算手法を行えば適切な配置と PQ 出力比を推定で
きることが示された。 
・配電用変電所に NAS 電池を設置する場合、1 次側（高圧側）よりも 2 次側（低圧側）に設置す
る方が、より電圧安定性を向上させる傾向にあることが分かった。設備の仕様面や費用面から
考えても、1 次側よりも 2 次側に設置する方が好ましいことは明らかである。 
・電圧安定性を向上させるために NAS 電池を設置する場合、有効電力よりも無効電力を多く出力
した方が効果的であることが分かった。現在開発されている NAS 電池の大部分は力率 1.0 で試
験運用されており、無効電力を出力することができるとしても有効電力の数 % 程度である。し
たがって、有効電力出力と無効電力出力を調整する交直変換装置に仕様の変更が必要であると
考えられる。 
・本章のシミュレーションでは、NAS 電池の容量を複数の母線に分散させるより、1 つの母線に
集約させた方が、電圧安定性を向上させることが示された。 
・VIPI に対する NAS 電池出力感度の順位は、負荷余裕を増加させる順位および送電損失を減少さ
せる順位にもほぼ等しくなることが分かった。 
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・例題系統を用いてシミュレーションを行い、このような感度手法と最適潮流計算手法の組み合
わせ手法により効率的かつ最適に配置と PQ 出力比を決定できることを示し、系統プランナや
系統オペレータの計算労力も大幅に削減できることを示した。 
 
5 章 電圧変動抑制への応用 
ここでは、系統事故によって生じる電圧変動を抑制するために NAS 電池を利用することを検討
し、母線のサンプリング電圧から NAS 電池の制御操作量を決定する手法について提案した。以下
に、本章のまとめを示す。 
・本章で提案した手法は、系統の電圧感度（グローバル情報）さえ事前に準備しておけば、あと
は NAS 電池が接続された母線のサンプリング電圧（ローカル情報）のみで実現することができ
るものであった。すなわち、事故中はグローバル情報ではなくローカル情報のみを用いるため、
現実的な手法であると言うことができる。また、電圧感度の算出には反復計算を必要とせず、
数回の行列計算のみで解析的に求めることができる。したがって、計算の高速性が要求される
オンラインでの使用にも適用できると考えられる。 
・一般的に、有効電力の電圧感度より無効電力の電圧感度の方が大きいため、有効電力よりも無
効電力を多く出力した方が電圧変動を抑制できることが分かった。現在開発されている NAS 電
池の大部分は力率 1.0 で運用されており、無効電力を出力することができるとしても有効電力
の数 % 程度である。したがって、有効電力出力と無効電力出力を調整する交直変換装置に対し
て、仕様の変更が必要であると考えられる。 
・複数の NAS 電池が存在することによる影響は、距離が近いほど（線路インピーダンスが小さい
ほど）大きくなる。また、コンフリクトによる影響は、NAS 電池の間の距離（線路インピーダ
ンス）だけでなく、電圧感度の正負にも依存する。つまり、ある同一の母線の電圧に対して、
NAS 電池の電圧感度の正負が互いに異なる場合、電圧変動を抑制するために相反する制御を行
ってしまう可能性があるため、注意を払う必要があると考えられる。 
・例題系統によるシミュレーションを行った結果、コンフリクトが生じる場合も生じない場合も
電圧変動を効果的に抑制できることを確認した。 
 
6 章 線路過負荷解消への応用 
ここでは、送電線事故によって生じる線路過負荷を解消するために NAS 電池システムを利用す
ることを考え、そのために必要な設置計画と運転制御を決定する手法について提案した。以下に、
本章のまとめを示す。 
・設置計画の段階では、線路過負荷抑制の対象となる想定事故を特定し、その事故に対する NAS
電池システムの最適配置と最適容量、および、発電機出力の減少量を最適潮流計算により決定
した。この定式化では、複数の NAS 電池システムおよび複数の発電機により線路過負荷を抑制
することも考慮されており、最も少ない NAS 電池システム容量と発電機出力減少量で線路過負
荷を抑制することができる。 
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・運転制御の段階では、NAS 電池の制御内容を過渡安定度計算により検討した。「電圧変動の抑
制」と「線路過負荷の解消」という 2 つの機能を持った運転制御を考え、高出力型 NAS 電池シ
ステムにより過渡状態の系統動揺を抑制しつつ最終的には線路過負荷も解消することができる
手法を適用した。 
・例題系統を用いてシミュレーションを行い、設置計画段階で決定された NAS 電池システムの最
適配置と最適容量により、運転制御段階で線路過負荷現象が効果的に抑制されることを示した。 
 
以上が本論文で得られた結論の要約であり、電力貯蔵装置の 1 つである NAS 電池システムを電
力系統安定化制御に応用することを論じたものである。提案した制御手法は、例題系統を用いた
数値シミュレーションにより有効性が確認され、NAS 電池システムは電力系統において多目的で
多種多様な制御を可能にすることが見出された。 
21 世紀の電力系統は規制緩和・自由競争という潮流に乗り、従来の大規模・集中型のシステム
から、今後は小規模・分散型のネットワークへと移行しつつある。そして、分散型電源や電力貯
蔵装置の普及拡大が予想され、これらの新しい制御手法が求められている。 
本論文で開発した系統解析手法および制御アルゴリズムが、21 世紀における新しい電力系統安
定化制御の一助となることを期待するとともに、本論文を結ぶことにする。 
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付録 
 
 
付録.A 電気学会 1 機 V 系統モデルデータ 
 
系統ベース : 1,000 [MVA] 
 
付表 A.1 送電線および変圧器データ 
From To Type R [%] X [%] L [%] TR From [pu] TR To [pu] 
990 910 Transformer 0.000 0.466 0.000 0.980392 1.0 
910 110 Branch 0.105 3.150 6.100 － － 
110 111 Transformer 0.000 8.200 0.000 0.967961 1.0 
110 210 Branch 0.420 12.600 24.400 － － 
210 211 Transformer 0.000 8.200 0.000 0.963948 1.0 
210 310 Branch 0.420 12.600 24.400 － － 
310 311 Transformer 0.000 8.200 0.000 0.958405 1.0 
 
付表 A.2 電力用コンデンサデータ 
Node V Base [kV] C [MVA] 
111 220 60 
211 220 60 
311 220 60 
 
付表 A.3 指定値データ 
Node Type V Base [kV] e [kV] f [kV] P [MW] Q [MVar] V [kV] 
990 e-f 24 24.36 0.00 － － － 
910 P-Q 500 － － 0.0 0.0 － 
110 P-Q 500 － － 0.0 0.0 － 
111 P-Q 220 － － -90.0 -22.5 － 
210 P-Q 500 － － 0.0 0.0 － 
211 P-Q 220 － － -90.0 -22.5 － 
310 P-Q 500 － － 0.0 0.0 － 
311 P-Q 220 － － -90.0 -22.5 － 
 
 
 
 
 
100 
 
付録.B Ward & Hale 6 母線系統モデルデータ 
 
付表 B.1 送電線および変圧器データ 
From To Type R [%] X [%] L [%] TR From [pu] TR To [pu] 
1 6 Branch 12.3 51.8 0.0 － － 
1 4 Branch 8.0 37.0 0.0 － － 
4 6 Branch 9.7 40.7 0.0 － － 
6 5 Transformer 0.0 30.0 0.0 0.975610 1.0 
2 5 Branch 28.2 64.0 0.0 － － 
2 3 Branch 72.3 105.0 0.0 － － 
4 3 Transformer 0.0 13.3 0.0 0.909091 1.0 
 
付表 B.2 電力用コンデンサデータ 
Node V Base [pu] C [pu] 
4 1.0 0.029326 
1 1.0 0.033898 
6 1.0 0.035088 
 
付表 B.3 指定値データ 
Node Type V Base [pu] e [pu] f [pu] P [pu] Q [pu] V [pu] 
1 e-f 1.0 1.05 0.00 － － － 
2 P-V 1.0 － － 0.500 － 1.100 
3 P-Q 1.0 － － -0.825 -0.195 － 
4 P-Q 1.0 － － 0.000 0.000 － 
5 P-Q 1.0 － － -0.450 -0.270 － 
6 P-Q 1.0 － － -0.750 -0.075 － 
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付録.C 73 母線配電系統モデルデータ 
 
系統ベース : 10.0 [MVA] 
 
付表 C.1 送電線および変圧器データ 
From To Type R [%] X [%] L [%] TR From [kV] TR To [kV] 
1 2 Transformer 0.0000 0.8867 0.0000 155.80 66.00 
2 3 Transformer 0.0000 1.2134 0.0000 66.00 21.00 
2 10 Branch 0.0000 -0.0717 0.0000 － － 
1 4 Transformer 0.0000 0.8940 0.0000 155.80 66.00 
4 5 Transformer 0.0000 1.0890 0.0000 66.00 21.00 
4 10 Branch 0.0000 -0.0590 0.0000 － － 
1 6 Transformer 0.0000 0.8825 0.0000 155.80 66.00 
6 7 Transformer 0.0000 1.1005 0.0000 66.00 21.00 
6 10 Branch 0.0000 -0.0575 0.0000 － － 
1 8 Transformer 0.0000 1000.0 0.0000 155.80 66.00 
8 9 Transformer 0.0000 0.0001 0.0000 66.00 66.00 
8 10 Branch 0.0000 0.0001 0.0000 － － 
10 11 Branch 0.0994 0.8968 0.8500 － － 
11 12 Branch 0.0499 0.3509 0.3200 － － 
12 13 Transformer 0.0000 3.6700 0.0000 66.00 22.00 
11 14 Branch 0.0751 0.3647 0.3100 － － 
14 15 Branch 0.0015 0.0031 0.1900 － － 
15 16 Transformer 0.0000 7.2000 0.0000 61.69 6.90 
15 17 Transformer 0.0000 7.5000 0.0000 62.63 6.90 
15 18 Transformer 0.0000 7.9330 0.0000 61.69 6.90 
14 19 Branch 0.0830 0.1533 0.1000 － － 
19 20 Branch 0.1595 0.3397 0.2500 － － 
20 21 Transformer 0.0000 18.650 0.0000 64.50 6.60 
10 22 Branch 0.0994 0.8968 0.8500 － － 
22 23 Branch 0.0446 0.3259 0.3000 － － 
23 24 Branch 0.0390 0.0644 0.9100 － － 
24 25 Transformer 0.0000 18.750 0.0000 62.63 3.20 
23 26 Branch 0.0056 0.0266 0.0200 － － 
26 27 Transformer 0.0000 7.3450 0.0000 60.75 6.90 
26 28 Transformer 0.0000 7.3950 0.0000 60.75 6.90 
26 29 Transformer 0.0000 7.6300 0.0000 61.69 6.90 
22 30 Branch 0.0751 0.3647 0.3100 － － 
30 31 Branch 0.0873 0.1533 0.1000 － － 
31 32 Branch 0.6052 1.0632 0.6600 － － 
32 33 Transformer 0.0000 7.4500 0.0000 59.81 6.90 
32 34 Transformer 0.0000 7.2670 0.0000 59.81 6.90 
32 35 Transformer 0.0000 7.6400 0.0000 59.81 6.90 
10 36 Branch 0.1005 0.5429 0.4600 － － 
36 37 Branch 0.0319 0.1637 0.1700 － － 
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37 38 Branch 0.0195 0.1756 0.1700 － － 
38 39 Transformer 0.0000 7.6000 0.0000 63.56 6.90 
38 40 Transformer 0.0000 7.6000 0.0000 63.56 6.90 
38 41 Transformer 0.0000 7.6500 0.0000 64.50 6.90 
10 42 Branch 0.1005 0.5429 0.4600 － － 
42 43 Branch 0.0652 0.2031 0.1900 － － 
43 44 Transformer 0.0000 7.3500 0.0000 62.63 6.90 
43 45 Transformer 0.0000 7.9330 0.0000 61.69 6.90 
43 46 Transformer 0.0000 7.9330 0.0000 62.63 6.90 
42 47 Branch 0.0319 0.1637 0.1700 － － 
47 48 Branch 0.0403 0.1258 0.1700 － － 
48 49 Transformer 0.0000 18.000 0.0000 66.00 3.30 
10 50 Branch 0.0003 0.0024 0.0000 － － 
50 51 Branch 0.0563 0.2411 0.2100 － － 
51 52 Transformer 0.0000 7.4400 0.0000 62.63 6.90 
51 53 Transformer 0.0000 7.4100 0.0000 62.63 6.90 
50 54 Branch 0.0369 0.3332 0.3200 － － 
54 55 Branch 0.0731 0.5157 0.5200 － － 
55 56 Transformer 0.0000 7.8500 0.0000 60.75 6.90 
55 57 Transformer 0.0000 7.5000 0.0000 60.75 6.90 
55 58 Transformer 0.0000 7.7500 0.0000 60.75 6.90 
54 59 Branch 0.1602 1.0811 1.0000 － － 
59 60 Branch 0.0193 0.0410 0.0300 － － 
60 61 Transformer 0.0000 7.5000 0.0000 64.50 6.60 
10 62 Branch 0.0003 0.0024 0.0000 － － 
62 63 Branch 0.0484 0.1725 0.1400 － － 
63 64 Transformer 0.0000 7.3500 0.0000 63.56 6.90 
63 65 Transformer 0.0000 7.6500 0.0000 63.56 6.90 
63 66 Transformer 0.0000 7.4670 0.0000 62.63 6.90 
62 67 Branch 0.0369 0.3332 0.3200 － － 
67 68 Branch 0.0600 0.0854 4.0200 － － 
68 69 Transformer 0.0000 7.5000 0.0000 65.44 6.60 
67 70 Branch 0.1602 1.0811 1.0000 － － 
70 71 Branch 0.0001 0.0001 0.0000 － － 
71 72 Transformer 0.0000 7.5000 0.0000 65.44 6.90 
71 73 Transformer 0.0000 7.6200 0.0000 64.50 6.90 
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付表 C.2 電力用コンデンサデータ 
Node V Base [kV] C [MVA] 
3 22.0 50.0 
5 22.0 50.0 
7 22.0 50.0 
9 66.0 130.0 
21 6.6 1.2 
25 3.2 3.3 
49 3.3 5.8 
61 6.6 3.6 
69 6.6 3.3 
 
付表 C.3 指定値データ 
Node Type V Base [kV] e [kV] f [kV] P [MW] Q [MVar] V [kV] 
1 e-f 147.0 147.0 0.00 － － － 
2 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
3 P-Q 21.0 － － 0.0 0.0 － 
4 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
5 P-Q 21.0 － － 0.0 0.0 － 
6 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
7 P-Q 21.0 － － 0.0 0.0 － 
8 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
9 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
10 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
11 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
12 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
13 P-Q 22.0 － － -4.0 -0.8 － 
14 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
15 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
16 P-Q 6.9 － － -14.3 -2.9 － 
17 P-Q 6.9 － － -14.9 -2.9 － 
18 P-Q 6.9 － － -15.0 -2.2 － 
19 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
20 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
21 P-Q 6.6 － － -1.0 -0.2 － 
22 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
23 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
24 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
25 P-Q 3.2 － － -3.0 -0.6 － 
26 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
27 P-Q 6.9 － － -20.2 -3.9 － 
28 P-Q 6.9 － － -20.0 -3.9 － 
29 P-Q 6.9 － － -19.0 -3.1 － 
30 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
31 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
32 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
33 P-Q 6.9 － － -18.0 -3.7 － 
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34 P-Q 6.9 － － -13.0 -2.9 － 
35 P-Q 6.9 － － -10.0 -3.0 － 
36 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
37 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
38 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
39 P-Q 6.9 － － -15.0 -3.5 － 
40 P-Q 6.9 － － -15.0 -3.5 － 
41 P-Q 6.9 － － -14.0 -3.2 － 
42 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
43 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
44 P-Q 6.9 － － -14.6 -4.8 － 
45 P-Q 6.9 － － -14.5 -4.8 － 
46 P-Q 6.9 － － -17.0 -4.1 － 
47 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
48 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
49 P-Q 3.3 － － -3.0 -0.6 － 
50 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
51 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
52 P-Q 6.9 － － -17.2 -6.1 － 
53 P-Q 6.9 － － -18.0 -6.8 － 
54 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
55 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
56 P-Q 6.9 － － -18.0 -6.1 － 
57 P-Q 6.9 － － -18.0 -6.1 － 
58 P-Q 6.9 － － -18.0 -6.8 － 
59 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
60 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
61 P-Q 6.6 － － -2.0 -0.4 － 
62 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
63 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
64 P-Q 6.9 － － -17.0 -5.8 － 
65 P-Q 6.9 － － -17.0 -5.8 － 
66 P-Q 6.9 － － -16.0 -5.5 － 
67 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
68 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
69 P-Q 6.6 － － -7.0 -1.4 － 
70 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
71 P-Q 66.0 － － 0.0 0.0 － 
72 P-Q 6.9 － － -10.0 -3.0 － 
73 P-Q 6.9 － － -10.0 -3.0 － 
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付録.D 3 機 9 母線系統モデルデータ 
 
系統ベース : 10,000 [MVA] 
 
付表 D.1 送電線および変圧器データ 
From To Type R [%] X [%] L [%] TR From [pu] TR To [pu] 
1 4 Branch 0.00 5.76 0.00 － － 
2 7 Branch 0.00 6.25 0.00 － － 
3 9 Branch 0.00 5.86 0.00 － － 
4 5 Branch 1.00 8.50 8.80 － － 
4 6 Branch 1.70 9.20 7.90 － － 
5 7 Branch 3.20 16.10 15.30 － － 
6 9 Branch 3.90 17.00 17.90 － － 
7 8 Branch 0.85 7.20 7.45 － － 
8 9 Branch 1.19 10.08 10.45 － － 
 
付表 D.2 指定値データ 
Node Type V Base [pu] e [pu] f [pu] P [MW] Q [MVar] V [pu] 
1 e-f 1.0 1.04 0.00 － － － 
2 P-V 1.0 － － 16300 － 1.025 
3 P-V 1.0 － － 8500 － 1.025 
4 P-Q 1.0 － － 0 0 － 
5 P-Q 1.0 － － -12500 -5000 － 
6 P-Q 1.0 － － -9000 -3000 － 
7 P-Q 1.0 － － 0 0 － 
8 P-Q 1.0 － － -10000 -3500 － 
9 P-Q 1.0 － － 0 0 － 
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